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はじめに 
 

 

大山崎町は、京都盆地の南西端に位置し、天下分け目の山崎の

合戦で有名な天王山や桂川・宇治川・木津川の三川が合流し誕生

する淀川等の豊かな自然に抱かれたまちです。また、長い歴史の

中で生まれ、育まれ、今日まで守り伝えられてきた数多くの文化

財を有しています。古くは京から西国へ至る重要な幹線道路であ

った西国街道、現在では新幹線、ＪＲ線、阪急線、高速道路、国

道等が通る交通の要衝のまちとしても知られています。 

近年、私たちを取り巻く社会情勢が急速に変化していく中、障

がい福祉制度も例外ではありません。平成 25 年には障害者自立

支援法が障害者総合支援法となり、難病患者が障がい者の範囲に

加えられる見直しが行われ、同法はその後も新たな障がい福祉サ

ービスが規定されるなどの改正が行われています。また、令和３

年には障害者差別解消法が改正（令和６年４月１日施行）され、 

事業者による障がいのある人への合理的配慮の提供が義務化され 

ました。 

このように、障がい福祉に関連する法制度等が変化を続ける中、本町では、平成３０ 

年３月に「第３次大山崎町障がい者（児）計画」を策定し、「共につくる福祉のまちを 

めざして ささえあい、心やさしい、ふるさとを」を基本理念に障がい福祉施策の充実 

に努めてまいりました。 

このたび「第３次大山崎町障がい者（児）計画」の計画期間が終了するため、新たに 

令和６年度から令和１１年度までを計画期間とする「第４次大山崎町障がい者（児）計 

画」を策定しました。今後も、この計画を基に、障がい福祉施策の推進に一層の努力を 

してまいりますので、引き続きご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり、数多くの貴重なご意見をいただきまし 

た町民の皆様、障がい者団体、関係機関の皆様、大山崎町障害者基本計画等策定委員会 

の委員の皆様に厚くお礼を申し上げます。 

 

令和６年３月 

 

                      大山崎町長 前川 光 
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第１章 計画の基本的な考え方 
 

１．計画策定の趣旨 

大山崎町では、本町における障がい者施策の基本指針として、総合的な視点から

施策の体系化を図り、今後も障がい福祉に関する取り組みを着実に推進していく

ため、平成 30 年３月に「第３次大山崎町障がい者（児）計画」（第４期障がい者

（児）基本計画、第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画）を策定し、

「共につくる福祉のまちをめざして ささえあい、心やさしい、ふるさとを」を基

本理念として、計画的に障がい者施策を推進してきました。また、令和３年３月に

は「大山崎町第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」の策定を行ってい

ます。 

その間、我が国の障がいのある人を取り巻く状況については、平成 30 年以降、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総

合支援法」という）や児童福祉法、障害者の雇用の促進等に関する法律、障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律（以下、「障害者差別解消法」という）が

改正され、令和元年には、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律、令

和２年には、聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律（令和４年改

正）、令和３年には、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律、令和

４年には、障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に

関する法律（以下、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進

法」という）が施行されました。また、令和６年４月からは、改正障害者差別解消

法の施行により、行政機関等と同様に事業者においても合理的配慮の提供が義務

化されるなど、障害者施策の充実と多様化が進んでいます。 

国においては、これらの法律の改正等を踏まえつつ、障がいのある人の自立及び

社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図り、国が講ずる障

がい者施策の基本的な方向を定める「障害者基本計画（第５次）」が令和５年３月

に策定されました。また、京都府においても、国の動きや、府内の障がいのある人

を取り巻く現状と課題を踏まえ、令和２年３月に「第４期京都府障害者基本計画」

が策定されました。 

このような中、本町の第４期障がい者（児）基本計画、第６期障がい福祉計画及

び第２期障がい児福祉計画の計画期間が令和５年度で終了することから、関連す

る計画や法令との整合、障がいのある人とその家族が抱えるニーズ、各計画の進捗

状況などを踏まえ、本町の障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するため、「第

４次大山崎町障がい者（児）計画」（第５期障がい者（児）基本計画、第７期障が

い福祉計画及び第３期障がい児福祉計画）を策定します。 
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◆「障害」の表記について 

  「障害」の表記を「障がい」とします。しかし、法律で定められている用語については「障害」と表

記しています。 

◆「計画」の表記について 

   計画の表記について、「第５期障がい者（児）基本計画、第７期障がい福祉計画及び第３期障が

い児福祉計画」をさす場合は「本計画」といい、「第５期障がい者（児）基本計画」のみをさす場

合は「基本計画」、「第７期障がい福祉計画、第３期障がい児福祉計画」のみをさす場合は「福祉

計画」と表記しています。 
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第４次大山崎町障がい者（児）計画 

第５期障がい者（児）基本計画 

第７期障がい福祉計画 

第３期障がい児福祉計画 

 

大山崎町総合計画 

大山崎町地域福祉計画・自殺対策計画 

・大山崎町子ども・子育て支援事業計画 

・大山崎町高齢者福祉計画（大山崎町介護保険 

事業計画） など 

２．計画の性格と位置づけ 

基本計画は、障害者基本法第 11条第３項に基づく「市町村障害者計画」として、

本町における障がい者施策の基本的な計画となるものです。 

障がい福祉計画は、障害者総合支援法第 88条第１項に基づく「市町村障害福祉

計画」であり、障がい児福祉計画は、児童福祉法第 33条の 20第１項に基づく「市

町村障害児福祉計画」です。障害者基本法の基本理念に則り、国の定める基本指針

（障がい福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事

業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確

保するための基本的な指針）に即し、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活

支援事業の提供体制の確保に関する計画です。 

また、「大山崎町総合計画」や「大山崎町地域福祉計画・自殺対策計画」、「大山

崎町子ども・子育て支援事業計画」、「大山崎町高齢者福祉計画（大山崎町介護保険

事業計画）」などと整合を図っていきます。 

さらに、国の「障害者基本計画」、京都府の「京都府障害者基本計画」や「京都

府障害福祉計画」、「京都府障害児福祉計画」などの内容を踏まえるとともに、整合

を図っていきます。 

 

  

  

 

 

 

国の関連計画 

京都府の関連計画 

【京都府】 

【国】 
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３．計画の期間 

障がい者（児）基本計画は、令和６年度から令和 11年度までの６か年計画とし

ます。 

障がい福祉計画、障がい児福祉計画は、令和６年度から令和８年度までの３か年

計画です。 

ただし、障がい者（児）基本計画においても社会情勢やニーズの変化が生じた場

合は、見直しを行うこととします。 

 

 令和６ 
年度 

令和７ 
年度 

令和８ 
年度 

令和９ 
年度 

令和 10 
年度 

令和 11 
年度 

障がい者（児） 

基本計画 

      

第５期計画 

      

       

障がい福祉計画 第７期計画 第８期計画（予定） 

       

 

障がい児福祉計画 

      

第３期計画 第４期計画（予定） 
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４．計画の体制 

（１）大山崎町障害者基本計画等策定委員会における検討 

計画策定にあたって、学識経験者や障がい者福祉に関係する各種団体・関係機関

等で構成する「大山崎町障害者基本計画等策定委員会」において議論・検討し、そ

れらを踏まえ計画を策定しました。 

 

（２）障がいのある人等からの意見の集約 

①町内に住む身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持している人全員

（悉皆調査）を対象に、生活状況や考え、ニーズ等を把握するためアンケート調査を実施

しました。 

 

【アンケート調査の概要】 

項目 内容 

調査対象者 
町内に住む身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持して

いる人全員（悉皆調査） 

調査期間 令和５年 10月から 11月 

調査方法 郵送による配布・回収 

配布・回収状況 配布数：795 件  回収数：389件  回収率：48.9％ 

 

②本町の住民の方に障がい福祉サービスを提供している事業所にアンケート調査を実施し、

サービスの提供状況や今後のサービス展開等についてご意見を伺いました。なお、53 事

業者（発送 90事業所）から回答をいただいています。 

 

③本町の障がい者施策に関係する障がい者団体・事業所等に対して紙面によるヒアリング

調査を実施しました。なお、13団体・事業所等（発送 17団体・事業所等）から回答をい

ただいています。 

 

 

（３）パブリックコメントの実施 

本計画は、パブリックコメントを実施し、町民から広く意見をお聞きし、策定を

行いました。 

パブリックコメントは令和６年２月から３月に実施し、意見はありませんでし

た。 
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第２章 本町における動向 
 

１．人口、障害者手帳所持者数等の状況 

（１）人口の状況 

本町の人口は、令和４年度末現在で 16,505人であり、直近の５年では年々増加

しています。 
人口数 

単位：人 

 平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

人口 15,863 16,005 16,137 16,348 16,423 16,505 

資料：人口は住民基本台帳（各年度末現在） 

 

（２）障害者手帳所持者数、障害者手帳別の所持者数の推移 

障害者手帳所持者数は、令和４年度末現在で 997人と年々増加しており、人口に

占める障害者手帳所持者の割合は 6.0％となっています。 

障害者手帳別の所持者数の推移をみると、身体障害者手帳所持者数は増加傾向

にあり、令和４年度末現在 715人となっています。また、療育手帳所持者数も増加

傾向にあり、令和４年度末現在 145人となっています。精神障害者保健福祉手帳所

持者数も増加傾向にあり、令和４年度末現在 137人となっています。 

 

障害者手帳別所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

  

精神障害者保健福祉手帳 
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（３）身体障害者手帳所持者の状況 

身体障害者手帳所持者数の等級別の状況をみると、令和４年度末現在、１級の手

帳所持者数が 208 人で最も多く、次いで４級の手帳所持者数が 188 人となってい

ます。また、５級、６級の手帳所持者数は増加傾向にあります。 

 

等級別身体障害者手帳所持者数 
単位：人 

 平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

１級 202 202 202 212 209 208 

２級 100 95 91 87 87 88 

３級 120 117 122 125 121 119 

４級 184 189 188 185 186 188 

５級 53 51 57 61 54 60 

６級 39 42 43 46 50 52 

合計 698 696 703 716 707 715 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

 

身体障害者手帳所持者数の障がいの種類別の状況をみると、肢体不自由が 358人

（50.1％）と最も多く、次いで内部障がいが 249人（34.8％）となっています。ま

た、内部障がいの手帳所持者数は増加傾向にあります。 

 

障がいの種類別身体障害者手帳所持者数 
単位：人 

 平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

視覚障がい 34 35 36 35 35 38 

聴覚・平衡機能

障がい 
51 55 53 54 61 64 

音声・言語・そし

ゃく機能障がい 
7 8 8 9 6 6 

肢体不自由 373 367 373 382 363 358 

内部障がい 233 231 233 236 242 249 

合計 698 696 703 716 707 715 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 
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（４）療育手帳所持者の状況 

療育手帳所持者数の程度（判定）別の状況をみると、令和４年度末現在、Ａ判定

の手帳所持者数が 60人、Ｂ判定の手帳所持者数が 85人となっています。また、Ａ

判定、Ｂ判定の手帳所持者数は増加傾向にあります。  

 

障がいの程度別療育手帳所持者数 
単位：人 

 平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

Ａ（重度） 55 56 58 56 57 60 

Ｂ（中、軽度） 64 69 72 79 84 85 

合計 119 125 130 135 141 145 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

 

 

（５）精神障がい者の状況 

①精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者数の等級別の状況をみると、令和４年度末現在、

３級の手帳所持者数が 76 人で最も多く、次いで２級の手帳所持者数が 59 人とな

っています。また、手帳所持者数の合計人数は年々増加しています。 

 

等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数 
単位：人 

 平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

１級 0 1 3 3 2 2 

２級 45 50 44 48 63 59 

３級 47 50 55 62 64 76 

合計 92 101 102 113 129 137 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 
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② 自立支援医療（精神通院医療）受給者の状況 

自立支援医療（精神通院医療）受給者数の状況をみると、令和４年度末現在 265

人で、増加傾向にあります。 

 

自立支援医療（精神通院医療）受給者数 
単位：人 

 平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

自立支援医療

（精神通院医療） 

受給者 

207 206 217 268 255 265 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 
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２．アンケート調査結果の概要 

アンケートの年齢別にみた障がい種別の構成は以下のとおりです。 

単位：% 

 

 

 

 

（１）現在の生活で困っていることや不安に思っていること 

18 歳以上の方の現在の生活で困っていることや不安に思っていることについて

は、「自分の健康や体力に自信がない」が 33.2%で最も高く、「特に困っていること

はない」が 28.5%、「家族など介助者の健康状態が不安」が 20.5%、「将来的に生活

する住まい、または施設があるかどうか不安」が 18.9%で続いています。 
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障がい種別クロス 

障がい種別にみると、『身体障がい』『精神障がい』では「自分の健康や体力に自

信がない」が 32.4%、54.5%で最も高くなっています。『知的障がい』では「将来的

に生活する住まい、または施設があるかどうか不安」が 52.5%で最も高くなってい

ます。 

また、『身体障がい』では「特に困っていることはない」が、『精神障がい』では

「緊急時や夜間に相談できる窓口がない」「生活に必要なお金が足りない」が、他

の障がい種別に比べて高くなっています。 
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（２）今後希望する暮らし 

将来希望する暮らし方については、「家族と一緒に自宅で暮らしたい」が 63.0%

で最も高く、「一人暮らしをしたい」が 10.0%、「グループホームで暮らしたい」「そ

の他の福祉施設などで暮らしたい」が 8.5%で続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい種別クロス 

障がい種別にみると、いずれの障がい種別でも「家族と一緒に自宅で暮らした

い」(『身体障がい』65.0%、『知的障がい』54.4%、『精神障がい』57.4%)が最も高

くなっています。 

また、『知的障がい』では「グループホームで暮らしたい」が、『精神障がい』で

は「一人暮らしをしたい」が、他の障がい種別に比べて高くなっています。 
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（３）住みよいまちをつくるために必要なこと 

住みよいまちをつくるために必要なことについては、「相談支援体制の充実」が

39.6%で最も高く、「障がい者が地域において安心して生活できるための在宅福祉

サービスの充実」が 37.5%、「道路や建物、駅などのバリアフリー化」が 35.0%で続

いています。 
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障がい種別クロス 

障がい種別にみると、『身体障がい』では「相談支援体制の充実」が 36.4%、『知

的障がい』では「障がい者が地域において安心して生活できるための在宅福祉サー

ビスの充実」が 54.4%、『精神障がい』では「障がいに配慮した公営住宅や、グルー

プホームの整備など、生活の場の確保」が 46.8%で最も高くなっています。 

また、『知的障がい』ではほとんどの項目が 30%以上となっています。 
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３．アンケート調査結果からみえる現状（事業所） 

本町の住民の方に障がい福祉サービスを提供している事業所から、サービス提

供体制の状況や考えを伺いました。主な回答は以下の通りです。 

 

（１）事業を運営するうえでの課題について 

事業を運営する上での課題については、「スタッフの確保」が 71.7％と最も高く、

次いで「スタッフの人材育成」「責任者など中堅人材の確保・育成」が 47.2％、「設

備・スタッフなどが不足し、量的に利用者のニーズに応えられない」が 34.0％と

なっています。 
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（２）障がい福祉サービスへの新規参入の促進に必要なこと  

障がい福祉サービスへの新規参入を促進するために必要だと思うことについて

は、「サービスを利用する障がい者数の今後の見込みに関する情報を提供する」が

47.2％と最も高く、次いで「障害者総合支援法や自立支援給付費に関連する情報を

提供する」が 39.6%、「困難事例・問題事例に関するケースの情報提供や助言を行

う」が 37.7％となっています。 
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（３）指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所の 

指定をとる予定について 

※ サービス等利用計画の作成やモニタリング等の計画相談支援は指定特定相談 

支援事業所・指定障害児相談支援事業所が行います。 

指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所の指定をとる予定につい

ては、「今後指定をとる予定である」が 3.8％、「指定をとる予定はない」が 67.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）指定一般相談支援事業所の指定をとる予定について  

       ※ 地域移行支援・地域定着支援等の地域相談支援は指定一般相談支援事業所が行 

います。 

指定一般相談支援事業所の指定をとる予定については、「今後指定をとる予定で

ある」が 3.8％、「指定をとる予定はない」が 69.8％となっています。 
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（５）障がい福祉施策の充実に向けて必要なこと  

今後の障がい福祉施策の充実に向けて必要だと思うことについては、「福祉人材

の確保のための方策」と「事務手続きの簡素化」が 52.8％と同率で高く、次いで

「地域の相談支援体制の充実」が 26.4％、「地域住民の理解や協力」が 18.9％とな

っています。 
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４．団体等ヒアリング調査結果からみえる現状 

本町とかかわりのある障がい者団体・事業所などの活動状況を把握するととも

に、本町の障がい者施策に対する意見や本計画に活かすべき点などを把握するた

め、紙面によるヒアリング調査を実施しました。意見をいただいた主な内容は以下

の通りです。 

〔障がい福祉サービスについて、現在の状況や問題点・課題〕 

○ すべてが不足している。需要と供給のバランスが崩れている。 

○ ガイドヘルパーさんが少ないのではないか。 

○ 相談支援事業所が足りない。計画相談待機者のフォロー。 

○ 年末年始受け入れ可能な短期入所がほしい。 

○ 情報の利用におけるバリアフリー化が少ない。 

○ 学校を卒業すると放課後等デイサービスが利用できないため、働く親は預けら

れないので仕事ができない。 

○ 送迎の制度を利用できる事業所が少ないために送迎に介護タクシーを利用して

いるが費用がかさんで大変。 

○ 長期的ひきこもりの人への対応。本人及び家族への訪問支援など、さらに充実さ

せてほしい。 

○ 精神障がいの発症時に相談して、対応してくれる支援がない。医療機関にかかる

ための支援が必要 

○ 障がい者のきょうだいが親の介護と本人の介護というダブル介護をしている人

もあり、そういう場合の調整をしてくれるサービスや相談窓口が必要と思われ

る。 

〔施設で生活されている障がいのある人が地域で生活するために必要なこ

と〕 

○ 当事者、家族が高齢化している現状、入所施設へのニーズは年々高まっているよ

うに感じる。 

○ 一人暮らしを希望する人には事前に十分練習ができることが必要。一人暮らし

が始まって気楽に相談できる人がいることが必要。 

○ 一人暮らしの当事者への支援。訪問介護は現在あるが、もっと医師の訪問診療も

進めてほしい。多職種の人が連携して関わってほしい。 

○ 生活する場所、働くまたは通所できる施設の充実。 

○ 地域の人と交流できる場所。休みの日に楽しめる何か。 

○ 制度だけでは埋められない本人に必要な支援をくみ取っていく。 

○ 障がいの種類や制度に応じた居場所づくり。 

○ 障がい者を良く知ってもらうための方策が必要。 

○ 休日窓口で遠隔手話通訳や文字通訳に対応したタブレットを常設。 

○ 医療的ケアのできるショートステイ先が地域にない。 
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○ 成年後見制度の後見人を育成してほしい。 

〔障がいのある人やその家族が安心して生活するための相談体制について〕 

○ すぐに対応してもらえる体制づくり。 

○ 相談員の数と資質向上のための学ぶ機会等を増やしてほしい。 

○ 相談員さんが忙しい中で頑張っているのは感じているが、もう少し余裕のある

体制が必要。 

○ すべての障がいを持つ人に相談する人、相談する方法を知らせてほしい。 

○ 24時間緊急時の対応。 

○ 相談支援体制の中に緊急時を想定した内容にすべき。 

〔障がいのある人が就労する際の問題点・課題〕 

○ 就職した後、定着することが難しい。 

○ 特性に合った就労時間、支援体制が必要。 

○ 障がい者に対する理解が必要。 

○ 経営トップだけでなく、現場の従業員に至るまで理解してもらうこと。 

○ 働く場所やジョブコーチが少ない。 

○ 実習、体験を増やして本人の適性を見つける。 

○ 働くことに意欲のある障がい者の可能性を伸ばすことは良いこと。適正な労働

時間、内容、環境、賃金かどうか見守る人がいて、余暇の過ごし方、悩みの相談

ができる場所が必要。 

〔障がいのある児童や発達に支援の必要がある児童に対する支援についての

問題点・課題〕 

○ 乙訓圏内に児童発達支援センターがない。 

○ 支援する体制と人の専門性と学ぶ機会が少ないと感じる。 

○ 療育機関が不足している。 

○ 専門職が必要。 

○ 医療的ケアが必要な児童、生徒への理解。 

〔感染症や災害対策など、危機管理についての問題点・課題〕 

○ 本人や家族が感染したときに、具体的にどのように対応したらよいかわからず

不安。 

○ 対応できる病院が近くにない。 

○ 親が入院しなければいけなくなったらどうしようもない。 

○ コロナになっても家族の介護ができない障がいのある人が増えてくると思う。 

○ インフルエンザやコロナウイルス感染は現状も続いているため、引きつづきマ

スクや手洗いの促し、集団での取り組みを控えるなど対策は必要と感じる。 

○ 避難所が足りない。 

○ 障がいによっては避難所利用がしにくい人もいる。 
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○ 福祉避難所をはじめから開けてほしい。 

○ 災害時にわかりやすい避難方法や場所を明記したものがほしい 

○ まずは自宅から避難所への移動が困難な人がいるのを知ってほしい。（車いすで

親が一人で介助しながら水等を持って移動するのは無理。） 

○ 災害時避難ができないと感じている。人の多さ、トイレ問題。 

○ 自宅避難となる場合の救済の手立てを考えてほしい。（ライフライン、情報など） 

○ 災害の場合、自力でいけない人たち（家族も含めて）へのヘルプ体制と避難所の

場所への指示もほしい。 

○ 大規模災害になると職員も被災し現場へ駆けつけることができない。連絡を取

り合うこともできるかわからないため、事業所で対応するには限界がある。 

○ 行政による要配慮者の把握と災害時の安否確認。 

○ 薬の手配、紙オムツや衛生用品の確保。 

○ すべての福祉避難所、避難所での Wi-Fi環境の整備。 

〔その他意見〕 

○ 団体会員の高齢化とそれに伴う減少の現状では、通常活動が大変になってきて

いる。 

○ 地域生活拠点の整備を進めてほしい。 

○ 「介護は楽しい」ことを実技とともに教えている講師もいるので講演を開いて

はどうか。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編  

第５期 

障がい者（児）基本計画 
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第１章 計画の基本理念 
 

１．基本理念 

これまで「共につくる福祉のまちをめざして ささえあい、心やさしい、ふるさ

とを」を基本理念に、町民みんなで協力し合い、障がいのある人が可能な限り自立

した生活を営み、地域の一員として社会生活を送れる環境づくりに取り組んでき

ました。 

本計画では、「ノーマライゼーション」の理念を継承しつつ、障がいのある人が、

より身近な地域社会である本町において、その人らしく自立して幸せに暮らせる

ように、地域に住む人びとがともに支え合う自立と共生のやさしい福祉のまちづ

くりをめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．基本目標 

基本理念の達成に向けて、次の６つを基本目標に計画を推進していきます。 

 

（１）理解と交流の促進 

障がいの有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で暮らし、お互いを尊重し合

うような「平等」を基本とした社会では、「ノーマライゼーション」の理念のもと、

障がいのある人に対する正しい理解と認識が不可欠になります。 

障がいのある人に対する理解を深めるため、広報・啓発活動、福祉教育の充実に

取り組むとともに、障がいのある人とない人の相互理解を深めるための交流の促

進を図ります。 

 

ささえあい、心やさしい、ふるさとを 
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（２）教育、療育の推進 

障がいのある子どもが、その年齢及び能力に応じ、その障がい特性に応じた教

育・療育が受けられる環境づくりが必要です。 

そのため、障がいのある子ども一人ひとりのニーズに応じてきめ細かな支援を

行うため、乳幼児期から学校卒業後まで一貫して計画的に教育・療育が受けられる

体制づくりに取り組んでいきます。 

 

（３）生活支援サービスの充実 

障がいのある人が地域で安心して暮らしていくためには、障がい福祉サービス

をはじめとした各種生活支援サービスの充実を図る必要があります。 

そのため、日常生活における不安の解消に向けた相談体制の充実を図るととも

に、乙訓２市や障がい者団体、サービス提供事業者と連携をさらに強化しながら、

各種サービスの確保に取り組んでいきます。 

 

（４）保健・医療の充実 

障がいの早期発見・早期治療の充実を図り、出生時から高齢期まで、ライフステ

ージに応じた必要な保健サービス、医療サービスが受けられるよう、保健・医療・

福祉に携わる様々な関係機関と連携を図りながら取り組んでいきます。 

 

（５）生活環境の整備 

障がいの有無にかかわらず、誰もが安全・安心に生活ができ、また社会参加がで

きるよう、住宅、建築物、公共交通機関、歩行空間など生活空間のバリアフリー化

の推進に努めます。 

また、災害時などの緊急時に対応できるよう、防犯、防災体制の充実を図ります。 

 

（６）雇用・就労の促進 

障がいのある人の社会参加と経済的基盤の確立をめざすため、企業等に障がい

に対する理解の浸透を図り、障がいのある人の就労の場の確保に努めます。 

また、雇用の促進に向け、関係機関と連携を図った職業相談や職業リハビリテー

ションに取り組むとともに、一般企業で働くことが難しい人の福祉的就労の場の

確保に取り組んでいきます。 
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第２章 計画の基本方向 
 

１．理解と交流の促進 

（１）障がいや障がいのある人に対する理解の促進 

【現 状】 

広報「おおやまざき」やホームページの活用をはじめ、障がい者週間や人権週間

の期間等を通じて、障がいや障がいのある人に対する理解を深めるため、周知・啓

発に取り組んできました。 

アンケート調査で「障がいを理由とする差別や偏見の有無」を尋ねたところ、「あ

ると思う」と「少しはあると思う」を合わせると 56.5％であり、前回調査の 18歳

以上の 53.7％を上回る結果となりました。 

また、アンケート調査で「住みよいまちをつくるために、特に必要なこと」とし

て、「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」を回答した人が

20.1％（前回調査 12.9％）となっており、前回調査に比べ 7.2 ポイント増加して

います。 

このような状況を踏まえ、理解を深めるためのより効果的な広報・啓発が必要で

あるとともに、障がいのある人とない人との交流促進に取り組む必要があります。 

 

【基本施策】 

①広報・啓発の促進 

障がいや障がいのある人に対する理解を深めていくため、広報誌やホームペー

ジなどを活用し、広報・啓発活動に努めていきます。また、「障がい者週間」など

の機会に広報・啓発行事を行い、正しい理解の促進を図ります。 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

広報「おおやまざ

き」を活用した周

知・啓発 

「広報おおやまざき」、「ホームページ」を通じて、障がい

や障がいのある人に対する理解を深める記事を掲載し、理解

の浸透を図ります。 

また、アンケート調査から、必要な情報の収集に広報誌を

活用している人も多いことから、必要な情報を掲載するとと

もに、文字の大きさやわかりやすさなどに配慮した読みやす

い紙面づくりに取り組んでいきます。 

企画財政課 

福祉課 

健康課 

｢障がい者週間」

などを中心とし

た広報啓発 

障がい者週間において、関係団体の協力を得ながら、街頭

啓発や授産品などの啓発物を配布するなど、理解と認識を深

める啓発活動を今後も取り組んでいきます。 

関係各課 

人権教育の推進 一人ひとりの人権が尊重される社会の実現に向け、人権意

識を高め、人権感覚を身に付ける取り組みとして人権教育研

修会を開催しています。 

障がいのある人についての誤解や偏見から生じる人権侵害

の防止、障がいのある人の権利擁護に向けた人権教育を推進

します。 

生涯学習課 

総務課 
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（２）福祉教育の推進と交流・ふれあいの場の充実 

【現 状】 

本町では、これまで学校教育において体験を通じた福祉教育の実施や交流教育、

各種イベント等を通じて、障がいに対する理解を深めてきました。 

アンケート調査において「障がいや障がいのある人に対する理解を深めるため

に必要なこと」で「子どもたちに対する福祉教育を充実する」と答えた人は全体で

は 17.2％であり、年齢階層別でみると 18 歳未満は 61.1％、18～39 歳は 35.1％、

40～64歳では 25.6％、65歳以上では 8.9％であり、年齢が低くなるにつれて回答

が高い状況です。また、同様の設問で、「福祉施設を地域に開放し、地域住民との

交流を図る」を回答した人が 11.3％（前回調査、13.2％）で、前回調査から 1.9ポ

イント減少しているものの、福祉教育の充実や地域住民との交流を求める人が一

定数いることからも、今後も取り組みのいっそう充実を図ることが重要です。 

 

【基本施策】 

①多様な場における福祉教育の推進 

ノーマライゼーションの理念の普及に向け、各学校における総合的な学習の時

間における福祉教育や交流教育を通じて、障がいや障がいのある人に対する理解

を深めるとともに、家庭や地域、職場など、様々な場において福祉について学ぶ機

会の充実に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

乳幼児を持つ母

親の教育 

 

乳幼児健康診査・教室などの母子保健活動の中で、保健師

による保健指導や啓発リーフレットを配布するとともに、町

内の子育て支援センターにおいても、子育てに関する相談や

健康相談に応じるなど、様々な機会や場を活用しながら子ど

もの健やかな成長発達に関する教育を進めています。 

障がいの有無にかかわらず、子育ての過程から、広く母親

を中心に障がいについての学習の機会を提供し、障がい児・

者に対する正しい認識を普及していきます。 

健康課 

福祉課 

学校における福

祉教育の推進 

小中学校の総合的な学習の時間において、福祉教育を社会福

祉協議会と連携しながら実施しています。また、中学２年生を

対象に福祉施設等での職場体験活動を実施するとともに、道徳

や社会、保健で福祉に関する学習を深めています。 

年間指導計画の中で取り組みを整理し、内容の充実を図りま

す。 

学校教育課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

交流教育の推進 ノーマライゼーションの理念のもと、特別支援学級在籍児

童生徒が通常の学級でも学習し、ともに学び、ともに育ち、

ともに暮らす社会の実現をめざします。 

学校教育課 

小・中学校におけ

る交流教育 

小中学校と府立支援学校の交流を図り、理解の促進に取り

組んでいます。 

今後も、交流教育の趣旨を再確認しながら、学校の年間行

事調整時における府立支援学校との調整を綿密にしていきま

す。また、生徒やボランティアグループ等の交流を検討して

いきます。 

学校教育課 

 

②交流ふれあいの場づくりの推進 

障がいのある人をはじめ、身近な地域における町民同士がふれあう中から障が

い児・者への正しい理解を促進するために、各種団体とも連携を図りながら交流や

ふれあいの場の活動を支援し、また施策への取り組みに努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

障害者ふれあい

広場への参加 

京都府が主催している「障害者ふれあい広場」への参加・

呼びかけを行い、障がいのある人の社会参加の促進に取り組

んでいます。 

今後も、京都府と連携・協力を図っていきます。 

福祉課 

イベントへの参

加促進 

多くの人が集まるイベント開催時に、障がいのある人の積

極的な参加を促し、地域住民との交流を図っています。 

今後も各イベント実施時には、本計画の趣旨を尊重した取

り組みを推進します。 

関係各課 

 



30 

（３）住民、団体、ボランティア活動等の推進 

【現 状】 

本町では社会福祉協議会と連携を図りながら、ボランティア相談、ボランティア

講座やボランティア学習会を開催しています。ボランティア相談では、ボランティ

ア活動の希望者に対して、活動先を紹介したり、地域の状況を伝えるなどさまざま

な情報を提供しています。また、ボランティア学習会では、現在ボランティア活動

している方の、活動動機の確認や、自己覚知、活動の振り返りを行うための研修会

を実施しています。さらに、ボランティア活動をしたい人と、ボランティアによる

援助を求めている人をつなぐ事業にも取り組んでいます。 

障がいのある人や高齢者など、支援を必要とする人の生活を支えるには町民を

はじめ、ボランティア、団体等との連携体制の強化が必要です。 

 

【基本施策】 

①ボランティア活動の推進 

多様化する障がいのある人のニーズに対応できるボランティアの育成を図るた

めにボランティア講座や研修会を開催するなど、ボランティアの育成に努めます。

また、ボランティアグループ同士の連携を図るため、社会福祉協議会の協力のもと

にネットワーク体制の整備に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

ボランティア養

成講座の開催 

 

社会福祉協議会にて、ボランティア基礎講座やボランティ

ア活動別講座、ボランティア学習会、ボランティアのつどい

等を開催しています 

各種講座等について周知・啓発を行い、新規受講者の増加

に取り組みます。 

福祉課 

手話奉仕員など

ボランティア養

成講座の開催 

手話奉仕員養成事業として、大山崎町単独で入門課程を実

施、乙訓 2市 1町共催で基礎課程を実施しています。 

要約筆記者の養成については、乙訓２市１町共催で京都府

要約筆記者養成講座前期課程相当分を実施しています。 

手話奉仕員などの担い手の確保に向け、乙訓２市１町で連

携・協力を図りながら事業の拡大に取り組むとともに、本事

業の周知・啓発に取り組みます。また、入門課程受講者が基

礎課程受講につながるよう、取り組んでいきます。 

福祉課 

ボランティア活

動の支援 

本町のボランティア団体の意見を社会福祉協議会の協力を

得ながら把握し、ボランティア活動の拡大に向けた情報の提

供を行っています。 

各ボランティア団体の活動が活発化されるよう、社会福祉

福祉課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

協議会と連携を図りながら活動支援を行うとともに、必要な

情報の提供に努めます。 

ボランティア団

体との連携 

社会福祉協議会を通じて、ボランティア団体相互の連携や

活性化を支援しています。 

今後もボランティアコーディネーターを核としたボランテ

ィアの開拓に努めていきます。 

福祉課 

 

②各種団体の活動支援 

ヒアリング調査で、障がい者団体への新規会員が少なく、会員の高齢化が進んで

いるという意見があり、これは前回計画策定時においても多かった意見ですが、そ

の声はさらに多くなっています。 

障がい者団体への加入は、情報が得られるだけでなく、会員間の交流や会員間で

相談や話をすることで、こころのケアにもつながります。 

そのため、会員の新規加入については各障がい者団体と連携・協力を図りながら

進めるとともに、町窓口に相談に来られた際に団体を紹介するなど、団体加入の促

進に取り組みます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

障がい者団体の

啓発活動への支

援 

障がい者団体が行う、障がいのある人への理解を深め、支

援の輪を広げる啓発活動について支援を行っています。また、

「障がい者週間」を中心に、障がい者団体の啓発活動を支援

しています。 

各団体の高齢化が進んでいる中、若年層の入会が進むよう、

活動内容の周知・啓発に取り組んでいきます。 

福祉課 

ボランティア活

動の支援（再掲） 

本町のボランティア団体の意見を社会福祉協議会の協力を

得ながら把握し、ボランティア活動の拡大に向けた情報の提

供を行っています。 

各ボランティア団体の活動が活発化されるよう、社会福祉

協議会と連携を図りながら活動支援を行うとともに、必要な

情報の提供に努めます。 

福祉課 

サークル活動等

の支援 

サークル団体が、視覚・聴覚に障がいのある人を対象に活

動を行う場合、福祉機器（点字器、携帯用点字器、点字・点

図小回りプリンター、携帯用高倍率ルーぺ、情報保障機器、

簡易筆談器）を貸し出しています。 

今後も継続して実施していきます。 

福祉課 
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③地域福祉活動の推進 

少子高齢化の進行や核家族化、障がいのある人のいる世帯の高齢化、老老介護の

進行など、日常生活における不安や悩みが多様化・複雑化している社会において、

福祉に対するニーズも増大している状況にあります。住み慣れた地域で安心して

暮らしたいというニーズに応えていくためには、行政の取り組み≪公助≫だけで

はなく、町民一人ひとりが主体的に≪共助≫の役割を担うとともに、自らの力を生

かす≪自助≫が求められてきます。 

この≪自助≫≪共助≫≪公助≫のバランスが取れた福祉のまちづくりに取り組

むとともに、町民全員の福祉に対する意識の向上に努めます。また、支援を必要と

する障がいのある人や高齢者を地域全体で支えることができるよう、地域の福祉

を担う社会福祉協議会をはじめ、民生委員・児童委員や障害者相談員、町内会・自

治会、ボランティアグループ等で支えていく地域ネットワークづくりを進めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

福祉意識の向上 「広報おおやまざき」に福祉に対する記事の掲載や、障が

い者週間など様々な機会を通じての啓発活動、学校や生涯学

習の場などを活用した福祉教育の推進など、様々な機会や場

等を活用しながら、福祉に対する意識の向上に取り組んでい

きます。 

福祉課 

相談支援活動を

通じた福祉力の

向上 

地域の福祉課題について、民生委員・児童委員や身体障害

者相談員、知的障害者相談員等による相談活動が日々行われ

ています。 

その日々の相談活動からの個別ケース検討を重ねることに

よって、法制度や地域社会の様々な課題が浮き彫りになり、

その中から、自らが主体的に動く共助・協働（地域福祉活動）

の力が育まれると考えられます。 

この基礎となる相談業務・相談活動の一層の充実を図ると

ともに、事例検討会を通じて相談者のスキルアップを図って

いきます。今後も、相談員や関係団体、関係機関との連携を

図り、必要な支援につないでいきます。 

福祉課 

大山崎町社会福

祉協議会との連

携強化 

地域の福祉活動の中心となる大山崎町社会福祉協議会とさ

らに連携体制を強化し、福祉活動の活発化を図ります。 

また、地域活動支援センター「やまびこ」においての、地

域住民との交流事業等を企画・検討していきます。 

福祉課 
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２．教育、療育の推進 

（１）早期療育の充実 

【現 状】 

障がいのある子どもに対する早期療育は子どもの健やかな成長を図る上でも重

要です。本町では、保健師による健康相談や発達相談員による発達相談などに取り

組むとともに、福祉サービス利用については町委託相談支援事業者と連携を図り

ながら対応しています。 

障がい児の発達を支援する観点から、障がい児及びその家族に対して、地域の身

近な場所で効果的な支援を提供できる体制の構築が求められています。 

 

【基本施策】 

①早期発見、早期療育の充実 

乳幼児健康診査等の各種保健事業の充実により、障がいの早期発見に努め、早期

療育につながる体制づくりに取り組みます。 

また、障がいのある子どもが十分な療育を受けることができるよう、乙訓２市１

町で連携を図りながら、サービスの確保に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

各種相談 

 

 

 

保健師による健康相談をはじめ、管理栄養士による栄養相

談、発達相談員による発達相談、町立保育所での育児相談、

児童相談、指導主事による教育相談、町委託相談支援事業者

による障がい福祉サービス利用等の相談などを実施していま

す。 

療育を必要とする子どもが増えてきている状況にあるた

め、相談体制の強化を図るとともに、より専門的な相談に応

じられるよう、職員のスキルアップに取り組みます。また、

乙訓保健所との連携強化を図ります。 

健康課 

福祉課 

学校教育課 

乳幼児健康診査 

乳児家庭全戸訪

問事業 

乳幼児健康診査や乳児家庭全戸訪問事業などを通じて、子

どもの健全な発達支援をはじめ、親の育児不安の解消に取り

組んでいきます。 

健康課 

障害児通所支援

の充実 

障がいのある児童の早期療育を図るため、障害児通所支援

の確保に努めます。 
福祉課 

早期療育体制の 

充実 

４歳児全員を対象に子どもの発達・育児に関する健康調査

票を送付し、回答に応じて保健師による電話相談や保育所で

の観察・発達相談等につなげるとともに、未回答者に対して

も事後フォローを行っています。 

健康課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

また、発達相談事業として、「保育所等巡回支援」を行い、

発達障がいのある児童を含め保育環境の整備、二次障がいの

予防、保育者の観察・指導のスキルアップを図っています。 

子どもの発達の特性を早期に発見し、早期療育、保護者の

育児支援につながるよう、取り組んでいきます。 

私立幼稚園心身

障害児教育振興

事業 

私立幼稚園に就園する心身障がい児教育の振興と充実を図

るため、心身障がい児を就園させている町内私立幼稚園の設

置者に対し、補助金を交付しています。 

学校教育課 

 

②障がい児保育の推進 

障がいのある子どもに対し、集団保育を通じて発達への支援を行います。また、

障がいの重い子どもや医療的ケアを必要とする子ども、発達・発育に障がいがある

など、障がいが多様化してきているため、職員の研修を行うなど、保育体制の強化

に取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

障がい児保育の

充実 

心身に障がいのある児童の健全な社会性、情緒等の成長発

達を促進するため実施しており、平成 23年度からは生後６か

月以上の児童も受け入れています。 

夫婦共働き世帯が増え、障がいも多様化している中、障が

い児保育においても、様々なニーズに対応できるよう、取り

組んでいきます。 

福祉課 
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（２）障がいのある子どもの力を伸ばすための教育の充実 

【現 状】 

障がいの有無によって分け隔てられることなく，国民が相互に人格と個性を尊

重し合う共生社会の実現に向け、障がいのある児童生徒が、合理的配慮を含む必要

な支援の下、その年齢及び能力に応じ、かつその特性を踏まえた十分な教育を可能

な限り障がいのない児童生徒と共に受けることのできる仕組みを構築することが

重要です。 

アンケート調査では、放課後の過ごし方を尋ねた設問では、「家族とすごす」の

69.2％とならんで、「放課後等デイサービス」が 61.5％と多くなっています。同様

に、長期休暇のすごし方を尋ねた設問においても「放課後等デイサービス」は

76.9％と多くなっています。 

本町では、保育所や幼稚園、小中学校や関係機関で構成された就学指導委員会に

おいて、幼児・児童生徒の障がいに応じた就学が図られるよう、進路指導や相談機

能の充実に取り組んでいます。 

当事者のニーズを踏まえ、障がいの重度化や多様化に対応できる教育体制の強

化に取り組む必要があります。 

 

【基本施策】 

①障がいの特性に応じた教育の充実 

町内の小中学校や向日が丘支援学校と連携を図り、子どもの障がいに応じた適

切な教育・指導が行われるよう、取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

就学指導の充実

（町教育支援委

員会） 

町教育支援委員会において、支援を必要とする幼児、児童

生徒の教育的支援や進路についての審議を行っています。委

員会では就学前部会、在学部会、特別支援教育推進部会の三

部会で構成しています。 

保護者面談を積極的に行い、児童生徒一人ひとりにあった

きめ細かな教育・望まれる教育を受けることができるよう、

取り組んでいきます。 

学校教育課 

教育相談 

 

小中学校の校内に教育相談部を設けて、校長主導の教育相

談体制の確立を図っています。具体的には、日常的な不登校

等の未然防止に向けた児童生徒の把握や児童生徒理解、早期

発見・早期対応できる教育相談部の充実を図っています。 

より専門的な教育相談の力量が求められており、児童生徒

とのかかわりや家庭との連携を深めるためスクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーの積極的な活用を図りま

学校教育課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

す。 

また、個別のケースによっては、福祉課や健康課、向日が

丘相談・支援センターなどと連携を強めていきます。 

一人ひとりに応

じた教育の充実 

 

 

特別支援教育年間指導計画に基づいて、教科・特別活動等

を通した学習指導を行っています。 

また、校内特別支援教育コーディネーターを中心に校内教

育支援委員会で障がいのある児童生徒の支援の在り方等につ

いて検討を行っています。 

LD、ADHDなどの発達障がいをはじめ、障がいが多様化して

いることからも、支援が必要な児童生徒にかかわる専門的な

研修会を設け、質の向上を図るなど、一人ひとりにあった教

育に取り組んでいきます。 

学校教育課 

指導の充実 

 

夏季休業中の校内特別支援教育研修会を実施するととも

に、毎月の職員会議で特別支援の必要な児童生徒の事例研究

を実施しています。 

教職員の障がいに対する理解をさらに深めていくため、外部

講師を招くなど、実践的な研修会の開催に取り組んでいきま

す。 

学校教育課 

特別支援教育就

学奨励費の給付

事業 

小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の学用品など

の援助を行うなど、保護者の経済的負担の軽減を図るととも

に、特別支援教育の普及に努めています。 

今後も継続して実施していくとともに、本事業の周知・啓

発に努めます。 

学校教育課 

通級指導教室 

 

通級指導教室では、言語障がい、難聴、弱視等に加えて、Ｌ

Ｄ、ＡＤＨＤなどの発達障がいのある児童生徒に対して、障が

いによる学習上及び生活上の困難の改善・克服を目的として学

習指導や支援を行っています。 

令和４年度に大山崎中学校に通級指導教室が開設し、本町の

全ての小中学校に通級指導教室が設置できました。 

継続して体制の強化を図り、より丁寧な指導ができるよう、

取り組んでいきます。 

学校教育課 
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②放課後や長期休業などにおける支援の充実 

放課後や長期休業における支援を求める声が多かったことからも、関係機関と

連携を図りながら、支援できる体制の構築に取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

放課後児童クラ

ブ事業 

 放課後児童クラブにおける障がいのある児童の受け入れ体

制の整備を図り、児童が障がいに対する正しい理解と認識を

深め、ともに成長する場となるよう環境づくりに努めていま

す。 

障がいのある児童が増えており、また共働き世帯が増えて

いることから、状況を見極めつつ、指導員の確保や施設の整

備に取り組んでいきます。 

生涯学習課 

放課後等デイサ

ービスの確保 

サービス提供事業者と連携を図りながら、継続してサービ

スの確保に努めます。 

※放課後等デイサービスとは、学校在学中の障がい児に対して、学

校終了後または休業日において、生活能力の向上のために必要な

訓練、社会との交流の促進等を行うものです。 

福祉課 
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（３）スポーツ、文化、レクリエーション、余暇活動の充実 

【現 状】 

スポーツ活動や文化活動などは、ゆとりや生きがい、社会参加につながります。

障がい者が円滑に文化芸術活動、スポーツまたはレクリエーションを行うことが

できるよう、環境の整備等を推進することが重要です。 

アンケート調査で「住みよいまちをつくるため特に必要なこと」を尋ねた設問で

「参加しやすいスポーツ・サークル・文化活動の充実」と答えた人は全体で 14.9％

であり、年齢階層別にみると 18歳未満が 38.9％、18～39歳が 21.6％、40～64歳

が 20.7％、65歳以上が 10.6％となっています。 

本町実施による「大山崎町障がい者スポーツ大会」や乙訓２市１町での「乙訓障

害者スポーツ・レクリエーション広場」を開催するとともに、京都府が実施してい

るスポーツ大会や芸術祭などへの参加を促しています。今後も参加しやすい各種

イベントの開催を検討していく必要があります。 

 

 

【基本施策】 

①スポーツ・レクリエーション・余暇活動の充実・強化 

障がいのある人が気軽にスポーツ・レクリエーション等に取り組むことができ

るよう、障がい特性に応じた参加機会の拡充、イベントの開催に取り組むとともに、

障がいの有無にかかわらず、誰もが一緒に参加できる大会の開催に向け、障がい者

団体等と連携を図りながら検討していきます。 

また、休日や就労後の余暇の時間を有意義に過ごせることはゆとりと生活の質

の向上につながることからも、誰もが集える場（サロン）の確保に取り組んでいき

ます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

障がい者スポー

ツの充実 

「大山崎町障がい者スポーツ大会」や乙訓 2 市 1 町で「乙

訓障害者スポーツ・レクリエーション広場」を開催するなど、

障がいのある人のスポーツ振興に取り組んでいます。また、

スポーツ、レクリエーション活動の一環として、障がいのあ

る人も含めた各種スポーツ団体・クラブの自主的な活動を支

援し、その育成を図っています。 

障がいのある人がスポーツに参加できる機会を増やし、ノ

ーマライゼーションの理念の普及に努めます。また、参加者

が高齢化している状況にあるため、競技種目の見直しなど、

若年層が興味を持つような大会の開催や障がいのない人とと

もに参加できるイベントの開催を検討していきます。 

福祉課 

生涯学習課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

障がい者スポー

ツの指導者、ボラ

ンティアの育成 

スポーツリーダー養成講習会などのプログラムの活用によ

り、障がい者スポーツの指導者やボランティアの育成を図っ

ています。 

障がい者スポーツの指導ができる職員やスポーツ推進委員

の養成に引き続き取り組んでいきます。 

生涯学習課 

福祉課 

ニュースポーツ

の普及 

大山崎町スポーツ推進委員協議会による「スポスイ サタデ

ーナイト」などの機会に、障がいのある人の社会参加、ニュ

ースポーツの普及に取り組んでいます。 

新しいスポーツの情報収集及び提供に努め、障がいのある

人が参加しやすい環境の整備に努めます。 

生涯学習課 

福祉課 

レクリエーショ

ン活動の促進 

 

「乙訓障害者スポーツ・レクリエーション広場」の開催や、

「障害者ふれあい広場「スポーツ・レクリエーションフェス

ティバル」」の参加促進に努めています。 

今後も京都府や乙訓２市１町で連携を図り、障がいのある

人の余暇活動を支援していきます。 

福祉課 

生涯学習課 

スポーツ施設の

バリアフリー化 

町体育館など、町内の体育・スポーツ施設の整備・改修に

あたっては、障がいのある人に配慮した整備・改修に努めま

す。 

生涯学習課 

各種団体などに

よるレクリエー

ション活動への

支援 

 

各種団体によるレクリエーション活動を支援しています。

また、障がい者スポーツ大会等の開催時にスポーツ推進委員

を派遣する等支援を行っています。 

今後も、障がいのある人一人ひとりのニーズに合った活動

を実施するとともに、研修会や講習会への参加により、スポ

ーツ推進委員の質の向上をめざします。 

生涯学習課 

福祉課 

 

②文化・芸術活動の活性化への支援 

障がいのある人の生活にうるおいと生きがいを与える文化・芸術活動の参加促

進を図るとともに、公民館サークルの普及・啓発に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

指導者・ボランテ

ィアの育成 

障がいのある人の文化・芸術活動の促進を図ることも含め、

文化活動に関する指導者・ボランティアの育成に取り組みま

す。 

生涯学習課 

福祉課 

障がいのある人

の文化・芸術振興 

町内の障がいのある人の文化的・芸術的な活動促進に向け、

ふるさとセンターの使用料や歴史資料館の入館料の減免を行

っています。 

障がいのある人の文化的・芸術的な活動の促進に向け、使用

料や入館料の減免を継続して実施していきます。 

生涯学習課 

福祉課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

障がい者の芸術

鑑賞会や発表会

の実施 

京都府主催の「京都とっておきの芸術祭」の情報を広く周

知し、作品出展を勧めています。また、「歴史資料館企画展」

などの文化・芸術関連イベントに障がいのある人が参加しや

すいよう取り組んでいます。 

今後も障がいのある人の芸術鑑賞や発表の活動を支援する

ため、役場や公民館、駅舎など、様々な公共的空間の利用を

促進していきます。また、各イベントに参加しやすいよう、

配慮していきます。 

福祉課 

生涯学習課 
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３．生活支援サービスの充実 

（１）相談支援体制の充実 

【現 状】 

地域で安心して暮らしていくためには、日常生活で抱える問題をいつでも相談

できる窓口の充実が必要です。そのためには、様々な障がい種別に対応し、総合的

な相談支援を提供する体制の整備を図ることが重要です。 

アンケート調査で「困ったときの相談相手」を尋ねたところ、どの年代も「家族」

が最も多くなっていますが、２番目には、18 歳未満では「学校の先生もしくは職

場の上司」が 61.1％、18～39 歳では「福祉施設等の職員やホームヘルパーなど」

が 43.2％、40～64歳では「病院などの医療関係者」が 41.5％、65歳以上では「病

院などの医療関係者」となっており、この結果は前回調査と同じ順番でした。 

また、「住みよいまちをつくるため特に必要なこと」で「相談支援体制の充実」

と答えた人は、18歳未満で 50.0％、18～39歳で 48.6％、40～64歳で 41.5％、65

歳以上は 37.4％となっています。 

相談体制としては、町福祉課窓口をはじめ、障がい者相談支援事業業務を委託し

ている５つの事業所、乙訓 2 市 1 町により共同設置された基幹相談支援センター

など、関係機関と連携を図りながら、相談体制の充実に努めています。 

また、乙訓圏域障がい者自立支援協議会では、相談支援事業の後方支援を行うた

め、研修、学習会を開催し、相談支援の質の向上を図っています。 

障がいのある人やその家族が抱える様々な生活課題や問題の解消には、各相談

窓口の専門性を高めていくとともに、休日・夜間も含めた相談体制の強化を図る必

要があります。 

 

【基本施策】 

①相談支援体制の充実・強化 

町福祉課窓口を中心に、地域生活支援センターをはじめとした各関係機関との

連携強化を図ることにより、相談窓口の充実と専門性の強化を図っていきます。ま

た、法改正に伴う各相談支援事業にも対応できるよう、取り組んでいきます。 

さらには、生活に必要な情報が行き届くよう、情報提供体制の充実に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

相談体制の充実 町が委託している相談支援事業者の専門相談員による相談を

月に１回役場にて実施しています。 

相談支援事業者による相談日を広く周知するとともに、保健・

医療・福祉等にかかわる各相談機関の周知と連携体制の強化を図

ります。 

また、子どもから大人まで誰もが身近な地域で必要な相談が受

福祉課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

けられる体制づくりに取り組みます。 

乙訓圏域障がい

者自立支援協議

会との連携強化 

乙訓圏域障がい者自立支援協議会と連携強化を図り、地域の問

題や困難ケースの解消、相談支援事業者の支援に取り組んでいき

ます。 

福祉課 

相談員制度の周

知 

障がいがある人の身近な相談窓口である身体障害者相談員、知

的障害者相談員について、広報誌に内容を掲載するなど、周知し

ていきます。 

福祉課 

相談窓口及び専

門員の質の向上 

町福祉課職員の社会福祉主事の任用や相談支援従事者初任者

研修の受講等により、相談援助技術や専門的知識の習得に努めま

す。 

多様化・複雑化する相談に対応できるよう、職員のスキルアッ

プと町内事業者による専門的な相談支援体制の構築に取り組ん

でいきます。また、社会福祉士や精神保健福祉士等による専門的

な相談機会の増加に努めます。 

福祉課 

ケアマネジメン

トの充実 

相談支援従事者初任者研修の受講及び公務員の福祉の基礎的

資格である社会福祉主事の取得任用により障がい者ケアマネジ

メントの資の向上を図ります。 

さらに、町内相談支援事業者との連携強化を図り、ケアマネジ

メントの充実に取り組みます。 

福祉課 

障がい者団体の

相談事業・生活

関連事業などへ

の支援 

障がい者団体が実施する生活相談や生活訓練、レクリエーショ

ン活動等の諸事業に対する支援を行っています。 

今後も継続して、障がい者団体の活動を支援していくととも

に、各団体の高齢化が進んでいることからも若年層の入会が進む

よう、活動内容の周知・啓発に取り組んでいきます。 

福祉課 

ピアサポート事

業の周知 

大山崎町社会福祉協議会ではピアサポート事業を実施してい

ます。障がい当事者による相談は非常に有効であり、その相談機

会を周知していきます。 

福祉課 

｢大山崎町障が

い者福祉の手引

き｣の発行 

「大山崎町障がい者福祉の手引き」を発行し、各種サービスや

相談窓口等の情報提供に努めています。 

めまぐるしく法制度が変わる中、内容も複雑でわかりにくいも

のが多いため、わかりやすい紙面の作成に努めるとともに、相談

窓口によるわかりやすい情報提供にも取り組んでいきます。 

福祉課 

ホームページ・

ＳＮＳ等を活用

した情報提供 

文字拡大、ルビ振り機能、色覚特性や視力の弱い人に配慮した

ホームページを作成（アクセシビリティ化）するとともに、障が

い福祉に関する情報をタイムリーに掲載するように取り組んで

きました。 

今後もアクセシビリティに配慮したホームページの作成に努

めるとともに、ＳＮＳ等の多様な手段を活用し、わかりやすい情

報提供に取り組んでいきます。また、情報通信技術（ICT）が日々

企画財政課 

福祉課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

進化していることから、今後の動向を踏まえながら、適宜対応し

ていきます。 
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（２）障がい福祉サービス等の充実 

【現 状】 

障がいのある人やその家族を支える障がい福祉サービス等の充実は、安心して

地域生活をおくる上で重要なものとなります。 

アンケート調査で「今後利用したいサービス」を尋ねたところ、年齢階層別で最

も多かったのは、18歳未満では「放課後等デイサービス」が 72.2％、18～39歳で

は「相談支援」が 32.4％、40～64歳以上では「利用するつもりはない」が 34.1％、

65歳以上では「利用するつもりはない」が 29.3％で最も多くなっています。 

障がい福祉サービス等の確保にあたっては、乙訓２市１町連携のもと、各サービ

ス提供事業者や障がい者団体等の協力を得ながら整備を進めてきました。しかし、

町内でのサービス提供事業者は限られている状況にあります。 

今後も乙訓２市１町連携のもと、広域でのサービス調整・確保に取り組んでいく

ことになりますが、町内でもサービスが提供されるよう、事業者の確保に取り組ん

でいく必要があります。 

 

【基本施策】 

①障がい福祉サービス等の充実・確保 

障がいのある人やその家族を支える障がい福祉サービスの確保に向け、利用者

の動向やニーズを把握しながら、各サービス提供事業者や障がい者団体、乙訓２市

と連携を図りながら、サービスの確保に取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

訪問系サービス

の確保・充実 

障がいのある人の在宅生活を支える訪問系サービスについ

て、乙訓２市、京都府、乙訓圏域障がい者自立支援協議会等

と連携し、サービスの供給体制の確保に努めていきます。 

福祉課 

日中活動系サー

ビスの確保・充実 

日中における活動の場の確保に向け、乙訓２市、京都府、

乙訓圏域障がい者自立支援協議会等と連携し、サービスの供

給体制の確保に努めていきます。 

福祉課 

居住系サービス

の確保・充実 

障がいのある人の自立と地域移行を進めるために必要とな

るグループホームを確保できるよう、取り組んでいきます。 
福祉課 

地域生活支援事

業の充実 

地域の実情に応じた事業を継続実施していきます。 

特に要望の高い日中一時支援事業については、乙訓２市と

連携を図りながら、サービス提供体制の拡充が図れるように、

取り組んでいきます。 

福祉課 

人材の育成・確保 乙訓障がい者基幹相談支援センターや乙訓２市で連携を図

りながら、人材の育成・確保に努めるとともに、職場定着に

向けた方法を検討していきます。 

福祉課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

乙訓福祉施設事

務組合事業の推

進 

乙訓若竹苑と乙訓ポニーの学校の運営については、乙訓２

市と協力して事業の推進に努めています。また、乙訓２市と

事務組合と連携を図りながら、地域の要望に応える事業を推

進しています。 

障がいの重度化や多様化がみられる中、乙訓圏域障がい者

自立支援協議会等から上がる地域の要望や課題の解消に向

け、乙訓２市、京都府、事務組合と連携し取り組んでいきま

す。 

福祉課 

民間社会福祉法

人による障がい

者施設に対する

支援 

民間社会福祉法人が運営する障がい者施設に対し、施設整

備費や運営に対する補助を行ってきました。 

公費による補助を行っていることからも事業実施効果や公

益性を確保しつつ事業を実施し、よりよい福祉のまちづくり

に取り組んでいきます。 

福祉課 

 

②障がい者リハビリテーションの充実強化 

医療的なリハビリテーションをはじめ、障がいの受容など心理的なサポートや

コミュニケーション支援、自立支援に向けた社会的なリハビリテーションなど、障

がい者リハビリテーションを充実・強化し、保健・医療・福祉分野等の連携による

多角的な支援を行います。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

体幹訓練特別事

業 

身体障がい者団体によるリハビリテーションの一環として

体幹行動訓練特別事業への支援を行っていきます。 
福祉課 

関係機関との連

携 

保健所や京都府リハビリテーション支援センター（高次脳

機能障害支援拠点）などと連携を図りながら、障がいのある

人が継続的かつ適切なリハビリテーションが受けられるよう

に、支援していきます。 

健康課 

福祉課 
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（３）障がいの重度化・障がいのある人の高齢化への対応 

【現 状】 

障がいの重度化や多様化、障がいのある人及びその家族の高齢化が進む中、その

人たちを支える仕組みづくりが必要となります。 

高齢化に伴い、医療行為を必要とする障がいのある人も増えていることからも、

保健・医療・福祉などの様々な関係機関が連携を図りながら、支える体制を構築し

ていく必要があります。 

障がいの重度化・重複化、高齢化に対応する地域における居住の支援やサービス

提供体制のあり方、専門的ケア方法の確立及び強度行動障害のある者等への適切

な支援のあり方について検討することも求められています。 

 

【基本施策】 

①障がいの重度化、医療的ケアを必要とする人の支援 

重度の障がいのある人や医療的ケアを必要とする人が地域で自立して生活して

いくために、保健・医療機関とも連携を図りながらケアの質・量の充実に努め、そ

のための職員の研修などを支援します。 

また、重度訪問介護、重度障害者等包括支援などの重度の人を対象としたサービ

スの確保に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

保健・医療・福祉

との連携強化に

よるケアレベル

の向上 

重度化、多様化している障がいに対応するため、保健・医

療・福祉が連携し、各種サービスの質の向上・量の確保に努

めています。 

庁内関係各課との連携及び相談支援事業者・医療機関等関

係機関との連携を図りながら、障がいのある人一人ひとりに

合ったケアマネジメントに努めるとともに、職員研修の充実

に努め、質の高い人材養成・確保を図ります。 

福祉課 

医療的ケアを必

要とする人への

支援のあり方検

討 

日常的に医療的ケアを必要とする人の支援について、乙訓

圏域障がい者自立支援協議会と連携しながら、より具体的な

支援につながるよう、体制・方法について検討していきます。 
福祉課 
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②障がいのある人の高齢化対策の充実 

障がいのある人及びその家族は高齢化の傾向にあり、ヒアリング調査において

も多くみられた意見でした。また、前回調査でも同様の意見が多くありました。 

このような状況に対応するため、介護保険事業計画及び高齢者福祉計画との整

合性を図り、また寝たきりや認知症など加齢に伴う障がいに関する高齢者施策と

の連携をとり、サービスの相互利用や内容の充実に取り組みます。 

また、地域包括支援センターなどと連携を図りながら、適切なサービスの提供に

努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

高齢化の進行に

対応した施策の

充実 

障がいのある人及びその家族の高齢化の進行とともに、将

来への不安が大きな問題になっており、町内でもグループホ

ームなどの整備をより一層進め、将来にわたり地域で安心し

て生活できる基盤整備を進めていきます。 

福祉課 

高齢者福祉計画

など高齢者施策

との連携強化 

障がいのある人に対する施策と高齢者に対する施策との連

携を強化し、障害者総合支援法と介護保険法の適用関係を適

切に運用していきます。 

福祉課 

健康課 
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（４）生活安定のための施策の充実 

【現 状】 

障がいのある人が地域社会の中で自立した生活をおくるためには、生活の基盤

となる所得の保障が必要となります。 

アンケート調査で「生活で困っていること・不安に思っていること」を尋ねた設

問で「生活に必要なお金が足りない」と答えた人は全体では 12.9％でしたが、障

がい種別でみると身体障がいの方が 8.8％、知的障がいの方が 17.5％、精神障がい

の方が 38.6％で精神障がいの方が特に多くなっており、精神障がいの方は前回調

査では 34.4％であり、4.2ポイント増加しています。 

障害基礎年金や特別障害者手当の支給をはじめ、医療費の負担軽減や公共交通

機関の割引、税の控除や減免など、各種制度の普及・啓発に取り組んでいます。 

 

【基本施策】 

①各種年金・手当などの充実 

障害基礎年金や各種手当など、経済的負担の軽減につながる各種制度の周知・啓

発に取り組むとともに、京都府と連携を図りながら国に対して要望していきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

各種年金・手当の

充実 

障がいのある人の所得保障の柱となる制度となるよう、年

金の情報提供に努めていきます。また、特別障害者手当、特別

児童扶養手当などを支給しています。 

健康課 

福祉課 

各種サービスの

充実 

費用負担の軽減のため、心身障害者扶養共済制度助成、福

祉タクシー券、診断書料助成などを継続して実施していきま

す。 

福祉課 

 

②補装具・日常生活用具の給付等の実施 

障がいのある人の日常生活や社会生活の向上を図り、社会参加を支援するため、

補装具の給付や日常生活用具の給付・貸与を実施します。 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

補装具の給付 障がいのある人の日常生活や社会生活の向上を図り、社会参

加を支援するため、補装具の給付を継続して実施していきま

す。 

福祉課 

日常生活用具の

給付・貸与 

障がいのある人の日常生活や社会生活の向上を図り、社会

参加を支援するため、日常生活用具の給付・貸与を実施しま

す。 

福祉課 

福祉機器の展示・

紹介コーナーの

設置 

福祉センター「なごみの郷」内に福祉用具を展示し、福祉機

器・介護用品の普及、介護についての情報提供を実施してい

きます。 

福祉課 
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（５）精神障がい者の福祉の充実 

【現 状】 

アンケート調査で「住みよいまちをつくるため特に必要なこと」を尋ねた設問で、

精神障がいの方では「障がいに配慮した公営住宅や、グループホームの整備など、

生活の場の確保」が 46.8％（前回調査では 43.8％）で最も多く、次いで「相談支

援体制の充実」が 44.7％、「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」

が 40.4％と続いています。 

精神障害者保健福祉手帳所持者や精神通院医療の受給者が増えている中、精神

障がい者を地域で支える仕組みづくりが必要となります。 

 

【基本施策】 

①精神障がいに対する支援の推進 

精神障がい者に対する支援は、医療・福祉・保健など、様々な支援が一体的に提

供されることが必要なことからも、関係機関と連携を図りながら、生活を支える仕

組みづくりに取り組んでいきます。また、精神障がいは身近な病気であることから

も、精神障がいに対する理解の浸透を図ります。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

こころの健康相

談体制の充実 

乙訓保健所によるこころの健康相談をはじめ、保健センター

では「こころとからだの健康相談」を毎月開催しています。相

談支援事業所・地域活動支援センターアンサンブルにおいても、

日常生活に必要な相談に応じています。また、随時個別の相談

を実施しています。 

今後も相談体制の充実に努めます。 

健康課 

福祉課 

精神障害者保健

福祉手帳の周知 

精神障害者保健福祉手帳制度の周知を京都府・乙訓保健所

等と連携を図り、普及に努めます。 
福祉課 

社会適応事業へ

の参加促進 

乙訓圏域にひきこもりの相談をできる事業所があり、   

随時に相談・交流が図れる場所ができている状況にあります。 

今後は、家庭支援総合センターと連携し、ひきこもりの人

を対象とした相談の充実に努めます。 

福祉課 

多職種間連携に

よる支援体制の

検討 

精神障がい者を支える仕組みとして、医師や看護師、ソー

シャルワーカーなど、多職種間の連携による支援体制のあり

方について検討していきます。 

福祉課 
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（６）権利擁護の推進 

【現 状】 

知的障がいのある人や精神障がいのある人、認知症の人など、判断能力が十分で

ない人を支えていくことがいっそう求められています。障がいのある人に対する

支援として成年後見人制度利用支援事業や社会福祉協議会による福祉サービス利

用援助事業を実施しており、継続して取り組む必要があります。 

本町では、「障害者虐待防止法」を踏まえ、これまでも、障害者虐待防止一時保

護事業など、障がい者虐待防止に取り組んできました。引き続き、知的障がいのあ

る人や精神障がいのある人、認知症の人など、判断能力が十分でない人への支援を

充実する必要があります。 

 

【基本施策】 

①権利擁護の推進及び虐待の防止 

今後も、知的障がいのある人や精神障がいのある人、認知症の人など、判断能力

が十分でない人の権利擁護の推進と安心できる地域生活の確保に努めます。 

また、障害者虐待防止法の周知を引き続き図ります。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

成年後見人支援

事業 

 

成年後見人制度の利用が必要で、町長申し立てとなる知的

障がいのある人や精神障がいのある人に対し、申し立て経費

や後見人等報酬の一部または全部を助成します。 

今後、成年後見人制度の普及をより一層図っていきます。 

福祉課 

福祉サービス利

用援助事業 

知的障がいのある人や精神障がいのある人、認知症高齢者

などを対象に、福祉サービスの利用援助、日常的な金銭管理

サービス等を大山崎町社会福祉協議会と連携して対応してい

きます。 

福祉課 

障害者虐待防止 障がい者虐待対応の窓口や体制等、適正な実施を進めてい

きます。 
福祉課 
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４．保健・医療の充実 

（１）保健・医療の充実 

【現 状】 

本町では妊婦健康診査や乳幼児健康診査、訪問指導などの母子保健事業を始め、

健康診査や健康相談等の成人を対象とした保健事業に取り組んでいます。 

医療体制として、現在公的総合病院として京都済生会病院が府下ではじめて開

放型病院として承認されており、乙訓医師会との連携が強化され、訪問看護ステー

ションも開設されるなど、地域医療の充実が図られています。 

アンケート調査で「医療を受けるにあたって困ること」を尋ねたところ、年齢階

層別に多かった回答をみると 18歳未満では「専門的な治療を行う病院が身近にな

い」が 38.9％、「障がいが理由で治療を受けにくい診療科がある」が 27.8％であ

り、18歳以上では「特に困っていない」が最も多くなっています。２番目は 18～

39歳では「交通費の負担が大きい」が 21.6％、「ちょっとした病気やけがのときに

受け入れてくれる病院が身近にない」が 21.6％、40～64歳では「交通費の負担が

大きい」が 19.5％、65歳以上では「交通費の負担が大きい」が 17.5％となってい

ます。 

障がい種別にみると、いずれも「特に困っていない」が最も多くなっており、次

いで多かったのは身体障がい、精神障がいでは「交通費の負担が大きい」、「医療費

の負担が大きい」であり、知的障がいでは専門的な治療を行う病院が身近にない」、

「障がいが理由で治療を受けにくい診療科がある」となっています。 

障がいの重度化や障がいのある人の高齢化が進むことにより、医療を必要とす

る人も増えてくると考えられることから、必要な医療やリハビリテーションが受

けられる体制をはじめ、保健事業の推進により、障がいの早期発見等に取り組む必

要があります。 

 

【基本施策】 

①障がいの発生予防と早期発見 

子どもの健やかな成長を図るため、母子保健事業の推進に取り組み、保健や医療

にかかわる関係機関と連携を図りながら、障がいの早期発見・早期療育につながる

よう取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

乳幼児・産婦の

全戸家庭訪問 

妊婦家庭訪問 

出産児全員の家庭を訪問し、子どもの健全な発達支援や母親

の育児不安の解消を図ります。また、妊婦に対し出産において

の不安を解消するため希望者に家庭訪問や相談を実施してい

ます。 

健康課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

乳幼児健康診査 

妊産婦健康診査 

新生児聴覚検査 

乳児前期健診・乳児後期健診健診、１歳半、３歳児健診を継

続して実施し、障がいの早期発見に努めます。 

また、妊産婦健康診査、新生児聴覚検査については、健診・

検査にかかる経費の一部を補助することにより、経済的負担の

軽減を図ります。 

健康課 

発達相談 専門家である発達相談員による相談・助言を通じて、子ども

の健全な発達を支援します。 
健康課 

転入児相談 転入届出時健康相談（乳幼児）から転入児相談へつなげ、子

どもの発達状況の把握や育児相談等を実施しています。 

今後も継続して実施していきます。 

健康課 

予防接種 疾病予防のため、予防接種事業を実施しています。 

今後も継続して実施していきます。 
健康課 

すくすく広場 保健師・管理栄養士による相談、遊び・交流の促進をめざし

た「すくすく広場」を継続して実施していきます。 
健康課 

 

②ライフステージに応じた保健サービスの推進 

障がいのある人がそれぞれのライフステージの段階に応じて、必要な保健サー

ビスが受けられるよう、特定健康診査をはじめとした健康診査・がん検診、健康教

室等の健康づくりにかかわる事業の実施に努め、疾病の早期発見、障がいの予防に

努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

特定健康診査・

特定保健指導の

実施 

大山崎町国民健康保険加入者を対象に特定健康診査・特定保

健指導を実施しています。 

自分自身の健康状態を知り、生活習慣の改善を図ることによ

り、疾病予防、ひいては障がいの予防につながると考えられる

ため、受診勧奨等を行っていきます。 

健康課 

健康増進事業の

推進 

町民の健康増進を図る健康教室や健康相談、がん検診など、

各種健康増進事業の推進により、障がいの発生予防に努めま

す。 

【主な健康増進事業】 

○健康教室  ○健康相談 ○各種がん検診 

○骨密度測定  ○栄養相談 

健康課 
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③障がいのある人に対する医療の整備・充実 

障がいの重度化や障がいのある人の高齢化が進んでいることにより、医療を必

要とする人も増えてくると考えられることから、医師会・歯科医師会をはじめ、医

療機関と連携を図りながら、必要な医療が受けられる体制づくりに努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

医療体制の充実 身近なところで必要な医療が受けられるよう、京都府と連

携を図りながら、医療体制の充実に努めるとともに、障がい

のある人に対する医療について、各種医療機関に周知・啓発

を図りながら、医療が受けやすい体制づくりに取り組んでい

きます。 

健康課 

福祉課 

かかりつけ医の

普及・啓発 

障がいのある人が身近な地域で必要な医療を受けることが

できるよう、かかりつけ医の普及を図るとともに、障がい者

医療に対して理解が得られるよう、取り組んでいきます。 

福祉課 

障がい児・者に対

する歯科診療 

障がい児・者に対する歯科診療について、歯科診療所に対

して理解を促し、受けやすい体制づくりに努めます。 
福祉課 

 

④医療費助成制度の充実 

医療費の負担軽減については、精神障害者保健福祉手帳所持者において特に多

い要望となっています。 

障がいのある人の医療費の負担軽減を図るため、各種医療費助成制度の普及に

努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

自立支援医療の 

給付 

身体障がい者の日常生活能力や職業能力を回復、改善、進

行を防ぐことを目的に医療給付（更生医療）を行っています。 

今後も本事業の周知・啓発に取り組むとともに、未熟児養

育医療の交付を行っていきます。 

福祉課 

健康課 

福祉医療の給付 重度心身障がい児・者が保険による医療を受けた場合、保

険給付の残りの額の自己負担分（入院給食に係る自己負担分

を除く）を補助しています。適正な補助を行っていきます。 

福祉課 

重度心身障害老

人健康管理事業 

重度の心身障がいのある後期高齢者などを対象に、健康保

持に係る指導を受けた場合に、その健康管理に要した費用（高

齢者の医療の確保に関する法律に規定する一部負担金に相当

する額）を補助しています。（但し、入院時の食事代は対象と

なりません） 

高齢化に伴い、利用者や医療費の増加が予測されるため、

継続して実施していきます。 

福祉課 
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⑤地域リハビリテーションの推進及び支援体制の充実 

障がいのある人が身近な地域や家庭において自立した生活が送れるよう、京都

府や保健所、医療機関等と連携しながら、リハビリテーション体制の充実を図り、

継続的かつ適切なリハビリテーションが受けられるよう、取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

関係機関との連

携（再掲） 

保健所や京都府リハビリテーション支援センター（高次脳機能

障害支援拠点）などと連携を図りながら、障がいのある人が継続

的かつ適切なリハビリテーションが受けられるように、支援して

いきます。 

健康課 

福祉課 

体幹訓練特別事

業（再掲） 

身体障がい者団体によるリハビリテーションの一環として体

幹行動訓練特別事業への支援を行っていきます。 
福祉課 

 

⑥難病保健・福祉対策の推進 

難病患者に対する医療費の助成や保健所における医療相談、患者・家族の交流会

などの充実とともに、居宅生活支援事業の実施など、保健所をはじめとする京都府、

乙訓医師会などの関係機関との連携を図りながら福祉施策を検討していきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

居宅生活支援事

業 

介護保険非該当の難病患者（成人）に対する、居宅支援事業

（ホームヘルプサービス、短期入所事業、日常生活用具給付事

業）を継続して実施していきます。 

福祉課 

連携体制の強化 難病患者の地域生活を支援するため、府に保健・医療・福祉

等の関係機関の連携を図り、一体的にサービスが提供されるよ

う、取り組んでいきます。 

健康課 

福祉課 
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（２）精神保健、医療施策の推進 

【現 状】 

アンケート調査で「医療を受けるにあたって困ること」を尋ねたところ、精神障

害者保健福祉手帳所持者は「交通費の負担が大きい」が 29.8％（前回調査 28.1％、

前々回調査 45.5％）であり前回調査より若干増加しています。また「医療費の負

担が大きい」は 21.3％（前回調査 25.0％、前々回調査 36.4％）と、前回調査より

減少しています。しかし、この２項目が上位２番なのはかわっておらず、経済的な

負担を感じていると回答する人が多くなっています。 

精神障がい者が年々増えている状況にある中、必要な医療・保健が受けられる体

制づくりが必要です。 

 

【基本施策】 

①保健・医療サービスの体制づくり 

精神障がい者に対する保健・医療に関する事業・施策の推進を図り、各関係機関

と連携を図りながら必要な保健・医療サービスが受けられる体制づくりに取り組

んでいきます。また、自殺防止やうつ予防に向け、相談体制の充実に取り組みます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

精神保健に関す

る啓発事業 

「広報おおやまざき」に精神保健福祉月間・自殺予防週間等

に関連した記事を掲載し、うつ状態等の早期発見・早期相談に

つながるよう啓発活動を実施しています。 

今後も継続して実施していきます。 

健康課 

福祉課 

自殺防止やうつ

防止に向けたこ

ころの健康相談

の充実 

乙訓保健所によるこころの健康相談をはじめ、「広報おおや

まざき」を通じてこころの健康に関する周知・啓発に取り組む

とともに、ストレス状態を自己チェックできる「こころの体温

計」をホームページに掲載しています。また、相談支援事業所・

地域活動支援センター「アンサンブル」においても日常生活に

必要な相談に応じています。 

今後も、自殺防止やうつ病の予防に向け、様々な相談機関の

周知・啓発に取り組むとともに、各相談機関と連携を図った相

談体制の充実に努めます。 

健康課 

福祉課 

訪問指導の充実 精神疾患の人に対して訪問指導を行っています。 

保健師等の人材の確保に努め、相談・訪問指導の充実を図り

ます。 

健康課 

福祉課 

医療サービスの

充実 

長岡病院や西山病院が行っている精神科デイケア、デイナイ

トケア、訪問看護ステーションによる訪問看護など、各関係機

関と連携を図っていきます。 

健康課 

福祉課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

多職種間連携に

よる支援体制の

検討（再掲） 

精神障がい者を支える仕組みとして、医師や看護師、ソーシ

ャルワーカーなど、多職種間の連携による支援体制のあり方に

ついて検討していきます。 

福祉課 
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５．生活環境の整備 

（１）福祉のまちづくりの推進 

【現 状】 

障がいのある人が地域において安心・安全・快適に生活できるよう、生活環境の

整備を進める必要があります。 

アンケート調査で「外出時に困ること」を尋ねたところ、年齢階層別では 18歳

未満では「駅で切符の買い方がわからない」、「お金の計算ができない」、18～39歳

では「特にない」、「気軽に休めるベンチなどが少ない」、40～64歳では「歩道が通

りにくい」、「気軽に休めるベンチなどが少ない」、65歳以上では「気軽に休めるベ

ンチなどが少ない」、「道路や建物・駅に段差が多い」を挙げる声が多くなっていま

す。 

また、「住みよいまちをつくるため特に必要なこと」で「道路や建物、駅などの

バリアフリー化」と答えた人は、全体では 35.0％であり、年齢階層別では 18未満

で 22.2％、18～39歳で 37.8％、40～64歳で 39.0％、65歳以上で 34.6％と多くな

っています。 

今後も、ユニバーサルデザインやバリアフリーに配慮した生活環境の整備が必

要です。また、各種移動支援に関するサービスの確保に取り組む必要があります。 

 

【基本施策】 

①人にやさしいまちづくりの推進 

障がいのある人や高齢者、子どもなど、誰もが暮らしやすいまちづくりに取り組

んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

｢京都府福祉のま

ちづくり条例｣の

普及 

｢京都府福祉のまちづくり条例｣の啓発を行い、障がいのあ

る人への理解を深めています。また、適切な開発指導により、

開発者に必要なバリアフリー化に対する協力を求めていきま

す。 

建設課 

福祉課 

広報・啓発による

意識の向上 

交通安全に対する意識の向上をめざし、「広報おおやまざ

き」などで広報・啓発を行っています。 

引き続き、町民の意識の向上をめざして、広報・啓発に努

めていきます。 

経済環境課 

企画財政課 

交通安全啓発活

動の実施 

警察などと連携して交通安全啓発活動を実施し、障がいの

ある人への配慮を含め交通安全の意識向上に努めます。 
経済環境課 
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②社会生活の場の整備 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」

や「京都府福祉のまちづくり条例」、本町のバリアフリー基本構想に基づき、町内

の建築物、道路、公園等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化を進めていき

ます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

公共施設の整備

促進 

大山崎町バリアフリー基本構想（大山崎町建築物特定事業

計画）に基づき点字ブロック、オストメイト、車いす駐車表

示などを整備していますが、自治会管理の小規模な集会施設

についてはバリアフリー化が十分に図れていない状況にあり

ます。 

公共施設の新設、改修にあたっては、京都府福祉のまちづ

くり条例に基づき、施設のバリアフリー化、ユニバーサルデ

ザイン化を引き続き推進していきます。 

企画財政課 

民間施設の整備

促進 

大山崎町開発行為等に関する指導要綱に基づき、開発行為

等の事前協議を行う際、バリアフリー化を図るよう整備の協

力を要請するとともに、京都府福祉のまちづくり条例の普及・

啓発に努めていきます。 

関係各課 

道路整備事業 歩道の段差の解消や道路幅の確保に努め、安全で快適な日

常生活が送れるように道路整備を順次、推進しています。 

既設のマウンドアップ型歩道の段差改良を引き続き行うと

ともに、府道における狭い歩道区間の改良及び歩道未設置区

間での整備を要望していきます。また、大山崎町バリアフリ

ー基本構想に基づき、事業を進めていきます。 

建設課 

公園整備事業 

 

地域住民のふれあいや憩いのスペースなどの整備を進めて

います。 

また、開発行為等では、適切な開発指導により設置される

公園のバリアフリー化を進めていきます。 

建設課 

迷惑駐輪放置自

転車対策事業 

駅周辺の自転車等放置禁止区域においては、巡回パトロー

ルや撤去を行い、放置禁止の啓発に努めるとともに、障がい

のある人の駐輪場の利用について利用料金を減額（設定）し

ています。 

今後も継続的に自転車利用者へマナーアップを呼びかけま

す。 

経済環境課 

投票の利便性の

向上 

在宅郵便投票制度を活用し、また各投票所に車いす用の記

載台やスロープ・簡易スロープ・点字の氏名掲示や筆談の用

具を備え、投票の利便を図っています。 

今後は、投票所内の段差解消及び点字対策の充実を図って

総務課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

いきます。 

 

③住まいの場の確保 

障がいのある人の住まいを確保するため、グループホームの整備を乙訓２市、サ

ービス提供事業者等と連携を図りながら確保に努めます。 

また、在宅生活を継続できるよう、住宅改修助成事業を継続して実施し、負担軽

減に取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

居住系サービス

の確保・充実 

（再掲） 

障がいのある人の自立と地域移行を進めるために必要とな

るグループホームを確保できるよう、取り組んでいきます。 福祉課 

府営住宅優先入

居事業 

障がいのある人に対して、経済状況を支援するために、府

営住宅に優先的に入居できるよう、努めていきます。 
福祉課 

住宅改修助成事

業 

障がいのある人が日常生活における自立の促進や事故の防

止、介護者の負担軽減などを図るため、住宅改修の費用に対

する助成を今後も継続して実施していきます。 

福祉課 

 

④移動条件の整備 

地域生活支援事業における移動支援事業の実施や自動車改造の助成、福祉タク

シー事業の推進を図り、障がいのある人が移動しやすい支援に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

駅舎等の整備 

（バリアフリー） 

大山崎町バリアフリー基本構想に基づき、エレベーター、

多機能トイレ等の整備を進めており、阪急大山崎駅は平成 23

年 3月に、JR山崎駅は令和 3年 3月にバリアフリー化が完了

しました。 

引き続き、大山崎町バリアフリー基本構想に基づき、事業

を進めていきます。 

企画財政課 

建設課 

移動支援対策の

充実 

障がいのある人の自立と社会参加を促進するため自動車の

改造助成、自動車運転免許取得教習費の助成、福祉タクシー

事業などの移動を支援する施策の充実に努めています。 

障がいのある人の移動支援対策の充実に努めます。 

福祉課 
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（２）情報・意思疎通支援 

【現 状】 

本町では文字拡大、ルビ振り機能、色覚特性や視力の弱い人に配慮したホームペ

ージを作成（アクセシビリティ化）するとともに、障がい福祉に関する情報をタイ

ムリーに掲載するように取り組んできました。 

また、意思疎通支援として、手話通訳者・要約筆記者の派遣をはじめ、朗読ボラ

ンティアによる声の広報等を発行しています。 

特に、災害や避難にかかわる情報は、安心・安全に直接結びつくため、早急にア

クセシビリティを高める必要があります。 

 

【基本施策】 

①情報提供の充実 

障がいの種類にかかわらず、誰もが必要な情報を入手できるよう、様々な媒体を

活用し、わかりやすい情報提供に努めます。 

また、日々情報通信技術（ICT）が日々発展していることから、それらに適宜対

応していくとともに、誰もが利用しやすいホームページの作成に継続して取り組

んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

ホームページ・Ｓ

ＮＳ等を活用し

た情報提供 

（再掲） 

文字拡大、ルビ振り機能、色覚特性や視力の弱い人に配慮

したホームページを作成（アクセシビリティ化）するととも

に、障がい福祉に関する情報をタイムリーに掲載するように

取り組んできました。 

今後もアクセシビリティに配慮したホームページの作成に

努めるとともに、ＳＮＳ等の多様な手段を活用し、わかりや

すい情報提供に取り組んでいきます。また、情報通信技術

（ICT）が日々進化していることから、今後の動向を踏まえな

がら、適宜対応していきます。 

企画財政課 

福祉課 

電光掲示板の整

備 

障がいのある人の社会参加の促進、災害など緊急時の情報

提供手段として、公共施設などに電光掲示板の整備を呼びか

けていきます。 

福祉課 

各種情報通信機

器への対応 

障がいのある人が FAX の利用を希望される際、役場、公民

館等の FAXを利用できるようにしています。 

日々、情報通信技術（ICT）が進展しているため、各種情報

通信機器に対応できるよう、体制を整えていきます。 

総務課 

福祉課 
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②意思疎通支援 

聴覚や言語機能、音声機能など、意思疎通を図ることに支障のある人に対して、

手話通訳や要約筆記を派遣する意思疎通支援事業の充実を図ります。 

また、朗読ボランティアや視覚・聴覚の障がい者団体と連携し、情報提供・コミ

ュニケーション体制の充実を図ります。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

意思疎通支援事

業の充実 

地域生活支援事業における意思疎通支援事業の充実を図

り、聴覚障がい者の社会参加の促進を図ります。令和３年度

から遠隔手話通訳サービス、ビデオ通話による手話サービス

を行っています。 

福祉課 

要約筆記者の養

成 

意思疎通支援事業の充実を図るため、要約筆記者の養成を

乙訓２市１町共同で行っていきます。 
福祉課 

重度障害児者入

院時コミュニケ

ーション支援事

業 

重度障がい児者が、発語困難等により入院時に医療従事者

との意思疎通を十分に図ることが出来ない場合に、本人との

意思疎通に熟達した指定障がい福祉サービス事業者等の従業

者をコミュニケーション支援員として派遣し、医療従事者と

の意思疎通を図ります。 

福祉課 
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（３）安全・安心のまちづくりの推進 

【現 状】 

本町では、大規模地震等災害発生時に障がいのある人や高齢者の安否確認、避難

支援などを円滑に行うため避難行動要支援者名簿の作成と活用・啓発に努めてい

ます。 

アンケート調査で「避難行動要支援者名簿（個別避難計画）を知っているか」に

ついて尋ねたところ、「知っている」は全体では 15.4％であり、年齢階層別にみる

と 18 歳未満では 22.2％、18～39 歳で 27.0％、40～64 歳で 19.5％、65 歳以上で

12.2％となっており、多くの人は「知らない」という回答になっています。 

また、「災害発生時に一人で避難できるか」を尋ねたところ、「一人では判断でき

ないし、避難もできない」は、全体では 22.9％であり、年齢階層別では 18歳未満

で 61.1％、18～39歳で 43.2％、40～64歳で 22.0％、65歳以上で 17.5％となって

います。 

 

【基本施策】 

①障がいのある人に配慮した防犯・防災対策等の推進 

障がいのある人が災害時に円滑に避難できるよう、地域・消防と連携を図った避

難体制の強化を図るとともに、避難行動要支援者名簿の作成と活用・啓発を図り、

災害時要援護者の把握に努めます。障がい特性に応じた二次的な避難場所の確保

について、乙訓２市、乙訓消防本部と検討を重ねていきます。 

また、障がいのある人が犯罪や消費被害等にあわないよう、防犯体制の強化と消

費者犯罪について、周知・啓発を進めていきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

防犯環境の整備 犯罪や事故を未然に防ぐため、防犯灯を設置するなど、夜

間における防犯意識の向上を図るとともに、職員によるパト

ロールも実施しています。 

今後も継続して実施していくとともに、開発行為等で形成

された新たな市街地には、適切な開発指導により防犯等の新

設を進めていきます。 

建設課 

防災体制の強化 庁内の防災体制の確立を図るとともに、「大山崎町地域防災

計画」に基づいた総合的な防災体制の強化を図ります。 

また、緊急時に正確な情報を迅速に町民や関係機関に伝達

する防災通信網の整備・充実を図ります。 

総務課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

避難行動要支援

者名簿の作成・活

用・啓発 

大規模地震等災害発生時の安否確認、避難支援などを円滑

に行うため避難行動要支援者名簿の作成・活用・啓発に努め

ます。 

また、要支援者の個別計画の作成に取り組んでいきます。 

総務課 

福祉課 

防火訪問事業 要支援者（要配慮者）が居住する住宅を対象に、重点的に

防火診断を実施するとともに、住宅用防災機器等の設置促進

を図る事業です。 

本事業を推進するため、民生委員・児童委員との連携を図

るとともに、避難支援プランの共有化について、検討してい

きます。 

乙訓消防 

自主防災組織の

育成 

近年町内で自主防災組織の設立がされているものの、令和

５年４月１日現在、町内の自主防災組織数は 26団体です。 

今後も、自主防災組織の育成に取り組んでいきます。 

総務課 

緊急通報システ

ム 

乙訓消防組合では、高機能消防指令センター設備の受信シス

テムに、聴覚・言語等の障がいにより音声による 119 番通報が

困難な人への通報手段として、ＦＡＸの設置や携帯電話のウェ

ブ利用 119 番システム（「ＮＥＴ１１９緊急通報システム」）を

導入しています。 

これら緊急通報システムの普及・啓発に努めます。 

乙訓消防 

福祉課 

消費トラブルの

防止 

京都弁護士会による無料法律相談を行っています。また、

消費生活相談窓口を設置しています。 

今後も継続して実施するとともに、相談窓口の充実を図り

ます。また、成年後見制度を活用し、実際に被害にあった場

合に問題が解消されるよう、取り組んでいきます。 

経済環境課 

福祉課 

AED の設置促進 町内公共施設や民間施設における AED の設置促進を図り、

救命率の向上を図ります。また、救急フェアを通じて AED を

用いた救急蘇生法の講習会を乙訓２市、乙訓医師会、乙訓保

健所と連携しながら実施していきます。 

総務課 

健康課 

命のカプセルの

普及 

命のカプセルは急病時等に備えて、あらかじめ医療情報の

入った容器を冷蔵庫に保管し、救急隊員がそれに基づき適切

な医療機関に搬送し、的確な救命処置に役立てるものです。 

命のカプセルの普及に努めます。 

福祉課 

情報伝達手段の

確保 

災害発生時に要支援者に確実に緊急情報を届け、適切な避難行

動を促すために、民生委員・児童委員や自主防災組織と連携し、

避難行動要支援者名簿に基づく個別計画作成を推進します。個別

計画には情報伝達、避難支援、安否確認の視点を盛り込みます。 

総務課 

福祉課 
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②知識の普及 

障がいのある人が安心して安全に生活できるように、関係機関と連携を図りな

がら防犯・防災に関する知識の普及や啓発に努めます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

防犯意識の高揚 すべての町民が安全で平穏な生活を送れるように、防犯意

識の高揚と地域における防犯体制の確立をめざしています。 

防犯体制及び防犯設備に課題があるため、防犯推進協議会

の活動を活発化することにより、さらなる防犯意識の高揚と

地域の自主的活動の推進を図っていきます。 

総務課 

防犯・防災に関す

る知識の普及 

自主防災組織や自治会が開催する防災訓練や出前講座など

において、地域の障がいのある人への情報提供、支援の呼び

かけを積極的に行い、防犯・防災に関する知識の普及・啓発

を進めます。 

総務課 

福祉施設等にお

ける防火啓発指

導 

要支援者が利用する対象物は、緊急時における初期活動の

良否によって被害状況が大きく変わるため、対象施設の査察

及び防火訓練、防火指導等を行います。 

また、自主防災組織、自治会等の消防訓練、防火講演等を

通じて、防火、防災に関する知識の普及・啓発を図るととも

に地域の要支援者への支援協力を啓発します。 

乙訓消防 

総務課 
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６．雇用・就労の促進 

（１）一般就労の促進 

【現 状】 

障がい者が地域で自立した生活を送るためには就労が重要であり、働く意欲の

ある障がい者がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、環境

づくりが求められています。 

本町では、しょうがい者就業・生活支援センターアイリスが、障がいのある人が、

その人らしく働き、生活していけるよう、雇用・福祉・行政の関係機関と連携して

相談・助言・職場実習の橋渡しをするとともに、「就業支援」と「生活支援」の 2

つの柱をもとに支援を行っています。 

アンケート調査で「日常の過ごし方」で「仕事をして収入を得ている」「施設・

共同作業所などに通っている」と答えた人に「現在の働き方」を尋ねたところ、18

～39歳では「施設・共同作業所」27.3％、「就労継続支援Ｂ型」27.3％、40～64歳

では「パート、アルバイト、臨時雇用」34.0％、65歳以上では「パート、アルバイ

ト、臨時雇用」38.9％が最も多くなっています。 

また、「働くために望むこと」を尋ねたところ、「通勤時間や日数などを柔軟にし

てほしい」が 16.2％、「職場の人に障がいを理解してほしい」が 16.2％、「仕事の

相談や紹介の窓口を充実してほしい」が 15.1％で多くなっています。 

企業に対して障がい者雇用に対する周知を図る一方で、就労に関する各関係機

関が連携を図りながら、働ける場を確保していく必要があります。 

 

【基本施策】 

①一般就労の促進 

一般企業に対して、障がい者雇用に対する理解の促進を障害者就業・生活支援セ

ンターやハローワーク等と連携を図りながら取り組んでいきます。 

また、一般就労の促進に向け、職業相談や職業訓練、職場定着に向けた就労移行

支援などの各種支援策の充実を関係機関と連携を図りながら取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

企業などに対す

る啓発の促進 

乙訓圏域の一般企業に対して障がいや障がいのある人に対

する理解を促進するため、障害者就業・生活支援センターを

中心にハローワークや青年会議所と連携を図りながら、周知・

啓発を図り、障がいのある人の就労促進に努めていきます。 

また、乙訓圏域障がい者自立支援協議会と連携しながら、

障がい者の雇用推進について、乙訓圏域の一般企業に啓発を

行っていきます。 

福祉課 

経済環境課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

各種助成制度の 

周知 

事業主や事業主の団体が障がいのある人を新たに雇い入れ

たり、職場設備の改善をしたりする場合に支給される各種助

成制度の周知・啓発を行い、障がい者雇用の促進を図ります。 

経済環境課 

福祉課 

職業相談の充実 しょうがい者就業・生活支援センターアイリスやハローワ

ークと連携し、就労後のフォローアップも含め職業相談の充

実を図ります。 

しょうがい者就業・生活支援センターアイリスの啓発に取

り組んでいきます。 

福祉課 

職業リハビリテ

ーションの推進 

京都府で実施している職業訓練・能力開発等の事業を紹介

するなど、京都府と連携を図り、職業リハビリテーションの

充実に努めます。 

福祉課 
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（２）福祉的就労の充実 

【現 状】 

一般就労が難しい障がいのある人の働く場として、福祉的就労の場も確保して

いく必要があります。 

アンケート調査で「平均月収」をみると、「5万円から 10万円」、「10万円から 5

万円」、「20万円以上」がそれぞれ 15.6％で多くなっています。障がい種別でみる

と、身体障がいでは「5万円～10万円」、「20万円以上」が多く、「知的障がいでは

「0円」、「1万円未満」、「1万円～3万円」が多く、精神障がいでは「1万円未満」、

「1万円～3万円」、「10万円～15万円」が多くなっています。 

団体ヒアリングにおいても、働く場が少ない、工賃が低いという意見が多数ある

中、施設職員の不足に対する意見もみられました。 

障がいのある人の日中活動の場として、福祉的就労は必要なもので、障がいのあ

る人が増えている中、サービス提供事業者の確保は重要です。また、福祉的就労に

おける工賃アップについても取り組む必要があります。 

 

【基本施策】 

①福祉的就労の充実 

一般就労が困難な人の働く場として、就労継続支援 A型・B 型など、福祉的就労

の場の確保に向け、乙訓２市や障がい者団体、サービス提供事業者と連携を図りな

がら、取り組んでいきます。 

また、工賃アップに向け、授産品の優先購入や販路拡大に向け、事業者と連携を

図りながら取り組んでいきます。 

 

事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

福祉的就労施設

の充実 

就労継続支援Ｂ型事業者など、福祉的就労の場の確保・拡

充に向け、障がい者団体、サービス提供事業者と連携を図り

ながら、取り組んでいきます。 

また、関係機関と連携を図りながら、福祉的就労から一般

就労へのステップアップや工賃アップに向けた支援体制につ

いて協議・検討を重ねていきます。 

福祉課  

やまびこに対す

る支援 

大山崎共同作業所から移行した地域活動支援センターやま

びこに対して、本町では全面的に活動を支援しています。 

今後もやまびこの運営相談等を含め、町と連携を図りなが

ら継続して支援を実施していきます。 

福祉課 

授産品の購入協

力の促進 

やまびこでの授産品であるクッキーについては、町主催行

事や障がい者関係団体主催行事等で利用するなど、購買の向

上に寄与しています。 

福祉課 
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事業名 事業内容、今後の取り組み 所管 

クッキー販売が利用者の工賃収入に直結しているため、引

き続き購入協力を行うとともに、販路拡大に向け、新たな商

品の開発や生産性の向上などについて、ともに考えていきま

す。 
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第１章 成果目標 
 

障害者総合支援法第 88条に基づく「障害福祉計画」及び児童福祉法第 33条の

20に基づく「障害児福祉計画」の成果目標について、国の基本指針を踏まえると

ともに、本町における過去の実績と地域の実情を考慮し、令和８年度を目標年度

として設定します。 

また、成果目標を達成するための活動指標となる、計画期間の各年度における

取り組みの量を定めます。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

国の基本指針 

地域生活移行者数 
令和８年度末時点で、令和４年度末の施設入所者数の６％以上
が地域生活に移行 

施設入所者数 
令和８年度末時点で、令和４年度末時点の施設入所者数から
５％以上削減 

 

目 標 値 

令和８年度末までの地域生活移行者数 １人 

令和８年度末までの施設入所者の削減数 １人 

令和４年度末時点での施設入所者数は 13 人、令和３年度当初から令和４年度末まで

の地域生活移行者は０人でした。第７期計画においては、国の指針に基づき、地域生

活移行者数を１人（13 人×６％≒１人）施設入所者の削減数を１人（13 人×５％≒

１人）と設定します。 

 

【第６期計画の実績】 

 減少数 

【目標値（Ａ）】令和５年度までの地域生活移行者数 １人 

【実 績（Ｂ）】令和４年度末時点の地域生活移行者数 ０人 

【達成率（Ｂ／Ａ）】 ０．０％ 

【目標値（Ｃ）】令和５年度までの施設入所者の削減数 １人 

【実 績（Ｄ）】令和４年度末時点の施設入所者の削減数 ０人 

【達成率（Ｄ／Ｃ）】 ０．０％ 

 

                   

自立した生活に必要な障がい福祉サービスが適切に利用できるよう、利用ニーズや

定着するために必要なことを的確に捉えながら各機関との連携の下に支援を行いま

す。 

目標実現に向けた取り組み 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築  

国の基本方針 

精神障がい者にも対応した地
域包括ケアシステムの構築 

精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らし
い暮らしをすることができるよう、精神障がいにも対
応した地域包括ケアシステムの構築を進める。 

 

目 標 

精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
（令和８年度末時点） 

推 進 

 

                   

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指すための、保健・医療・

福祉関係者による協議の場については、乙訓圏域において設置済です。今後も引き続

き、乙訓２市や関係機関等との連携を強化しつつ、現状の体制を維持します。 

 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実  

国の基本指針 

地域生活支援拠点
等が有する機能の
充実 

令和８年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活
支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用
状況を検証、検討することを基本とする。 

強度行動障がいを
有する障がい者の
支援体制の充実 

令和８年度末までに 、各市町村又は圏域において 、強度行動障が
いを有する障がい者に関して 、その状況や支援ニーズを把握し、地 
域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めることを基本とす
る。 

 

目 標 

圏域での地域生活支援拠点の整備 
（令和８年度末時点） 

整 備 

圏域での強度行動障がいを有する障がい者の支援体制の整備 推 進 

 

                    

地域生活支援拠点等が有する機能の充実については、乙訓圏域での整備を進めるた

め、２市１町で構成される乙訓圏域障がい者自立支援協議会において、整備について

検討を行いました。長岡京市共生型福祉施設構想・基本計画の基本施設として、乙訓

圏域市町や事業所、関係機関と連携して整備を進めることとします。 

目標実現に向けた取り組み 

目標実現に向けた取り組み 
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強度行動障がいを有する障がい者の支援体制の充実については、乙訓圏域障がい者

自立支援協議会や基幹相談支援センター等と連携し、圏域での支援体制の整備を進め

ます。 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行等  

国の基本指針 

一般就労移行者数 令和８年度中に、令和３年度実績の 1.28 倍以上 

就労移行支援にお
ける一般就労移行
者数 

令和８年度中に、令和３年度実績の 1.31 倍以上 

就労継続支援Ａ型
における一般就労
移行者数 

令和８年度中に、令和３年度実績の概ね 1.29 倍以上 

就労継続支援Ｂ型
における一般就労
移行者数 

令和８年度中に、令和３年度実績の概ね 1.28 倍以上 

就労定着支援事業
の利用者数 

令和３年度実績の 1.41 倍以上 

 

目 標 値 

令和８年度末の一般就労移行者数 ５人 

令和８年度末の一般就労移行者数（就労移行支援） ５人 

令和８年度末における就労定着支援事業の利用者数 ４人 

令和３年度末時点での移行者数は０人であり、第７期計画においては、国の指針に基

づき、一般就労移行者数を５人、就労定着支援事業の利用者数を４人（３人×1.41倍

≒４人）と設定します。 

 

【第６期計画の実績】 

 
移行者数・ 
利用者数 

【目標値（Ａ）】令和５年度の一般就労移行者数 １人 

【実 績（Ｂ）】令和４年度の一般就労移行者数 1人 

【達成率（Ｂ／Ａ）】 １００．０％ 

【目標値（Ｃ）】令和５年度末の就労定着支援事業の利用者数 ４人 

【実 績（Ｄ）】令和４年度末の就労定着支援事業の利用者数 ３人 

【達成率（Ｄ／Ｃ）】 ７５．０％ 
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障がい者の雇用を促進するため、就労に関する情報の提供・相談体制の整備、能力

開発や訓練の機会の拡充及び雇用の場の開拓によって、就労の場の確保を図るととも

に、就職の意向確認から就労後の定着まで、就労支援のための総合的な支援を行いま

す。 

また、障がい者就労施設等からの物品等の優先調達や障がい者施設に通所する障が

い者の工賃向上の取り組みを進めるなど、その他の就労支援事業も含めた総合的な就

労支援を行います。 

 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等  

国の基本指針 

児童発達支援センターの
設置 

令和８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村又は各
圏域に少なくとも１か所以上設置することを基本 

保育所等訪問支援を利用
できる体制構築 

令和８年度末までに、全ての市町村において保育所等訪問支援
を利用できる体制の構築を基本 

重症心身障がい児を支援
する児童発達支援事業所
の確保 

令和８年度末までに、各市町村又は圏域に少なくとも１か所以
上確保することを基本 

重症心身障がい児を支援
する放課後等デイサービ
ス事業所の確保 

令和８年度末までに、各市町村又は圏域に少なくとも１か所以
上確保することを基本 

医療的ケア児支援のため
の協議の場 

令和８年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村におい
て、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等が連
携を図るための協議の場を設けることを基本 

医療的ケア児等に関する
コーディネーターの配置 

令和８年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村におい
て、医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置を基本 

 

目 標 値 

令和８年度末までに児童発達支援センター設置  圏域での設置 

令和８年度末までに保育所等訪問支援を利用できる体制構築  
圏域での体制継
続 

令和８年度末までに重症心身障がい児を支援する児童発達支援事
業所の確保  

圏域での体制継
続 

  

目標実現に向けた取り組み 
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目 標 値 

令和８年度末までに重症心身障がい児を支援する放課後等デイサ
ービス事業所の確保 

圏域での体制継
続 

令和８年度末までに医療的ケア児支援のための協議の場の設置、
及びコーディネーターの配置 

設置 

 

                    

医療的ケア児の支援については、これまで行政や関係機関で協議を行ってきており、

今後も乙訓圏域で連携を図っていきます。 

児童発達支援センターの設置については、長岡京市共生型福祉施設構想・基本計画

の基本施設として、乙訓圏域市町や事業所、関係機関と連携して整備を進めることと

します。 

 

（６）相談支援体制の充実・強化等  

国の基本指針 

相談支援体制の充実・強化等
に向けた取り組みの実施体制 

令和８年度末までに、市町村又は圏域において、相談支援
体制の充実・強化等に向けた取り組みの実施体制を確保
することを基本とする。 

個別事例の検討を通じた地 
域サービス基盤の開発・改善
等を行うために必要な協議会
の体制の確保 

協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス
基盤の開発・改善等を行う取り組みを行うととも に、こ
れらの取り組みを行うために必要な協議会の体制 を確
保することを基本とする。 

 

目 標 値（令和８年度） 

総合的・専門的な相談支援の実施 実施 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門
的な指導・助言件数 

１７件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 ４件 

地域の相談機関との連携強化の取り組みの実施回
数 

４回 

 

                    

総合的・専門的な相談支援機関として、乙訓圏域において基幹相談支援センターを

設置しています。センターを含めた関係機関と連携し、障がいの種別や各種のニーズ

に対応できる総合的・専門的な相談支援を実施するとともに、相談支援事業所の質の

向上を図ります。また、今後も乙訓圏域障がい者自立支援協議会において、個別事例

の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う取り組みを進めていきます。 

目標実現に向けた取り組み 

目標実現に向けた取り組み 
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（７）障がい福祉サービス等の質の向上  

国の基本指針 

サービスの質の向
上を図るための取
り組みに係る体制
の構築 

令和８年度末までに、都道府県や市町村において、サービスの
質の向上を図るための取り組みに係る体制を構築 

 

目 標 値 

令和８年度末までに障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用 実 施 

令和５年度末までに障害者自立支援審査支払等システムによる審査
結果の共有 

実 施 

 

 

障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用については、町職員が、京都府等が実

施する各種研修へ参加し、職員の資質向上に努めます。 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有については、分析方法や

共有方法について検討していきます。 

 

 

目標実現に向けた取り組み 
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第２章 
障がい福祉サービス等の提供体制の 

確保に関する方策や見込量等 
 

１．障がい福祉サービスの見込量 

（１）訪問系サービス  

サービス 概要 

居宅介護 居宅において、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排せつ、
食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行うサービスです。 

同行援護 
視覚障がいにより移動が困難な人の外出時に同行し、移動に必要な情報を
提供するとともに、外出する際の必要な援助を行います。 

行動援護 
知的障がいまたは精神障がいにより、行動上著しい困難を有する人が行動
するときに、危険を回避するための必要な支援、外出支援を行うサービス
です。 

重度障害者等
包括支援 

常時介護を要する人に対して、居宅介護等福祉のサービスを包括的に行う
サービスです。 

 

①必要な量の見込み（１月当たり） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

居宅介護 

時間/月 1,212 1,211 1,056 1,080 1,105 1,129 

人/月 46 44 43 44 45 46 

時間/月 
（対計画値） 103.6% 101.0% 86.0%    

人/月 
（対計画値） 115.0% 107.3% 102.3%    

重度訪問介護 

時間/月 821 827 977 980 980 980 

人/月 3 3 3 3 3 3 

時間/月 
（対計画値） 93.8% 94.5% 111.6%    

人/月 
（対計画値） 75.0% 75.0% 75.0%    

同行援護 

時間/月 62 94 96 98 98 98 

人/月 2 3 2 2 2 2 

時間/月 
（対計画値） 206.6% 313.3% 320.0%    

人/月 
（対計画値） 200.0% 300.0% 200.0%    
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サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

行動援護 

時間/月 74 65 85 87 87 87 

人/月 3 4 4 4 4 4 

時間/月 
（対計画値） 

61.6% 54.1% 70.8%    

人/月 
（対計画値） 

75.0% 100.0% 100.0%    

重度障害者等包括 
支援 

時間/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 0 0 0 0 0 0 

時間/月 
（対計画値） 

0.0% 0.0% 0.0%    

人/月 
（対計画値） 

0.0% 0.0% 0.0%    

※実績は各年度３月提供分。令和５年度のみ７月提供分。 

 

②サービスの状況や課題等 

居宅介護の利用が減少していますが、他のサービスは増加傾向にあります。それ

ぞれのサービスにおいて毎年度一定の利用がみられます。 

現在の利用状況や把握している障がいのある人のニーズ、生活実態を勘案し、サ

ービスを見込んでいきます。また、視覚障がい者の同行援護については対象者の置

かれている状況を加味しつつ、移動支援事業の利用も含めて、適切なサービス提供

に努めます。 

サービスを必要とする人に必要なサービスが提供されるよう、人材の確保に努め

るとともに、サービスに対する周知・啓発を進めていきます。 
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（２）日中活動系サービス 

サービス 概要 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うと
ともに、創作的活動または生産活動の機会を提供します。 

自立訓練 
（機能訓練） 

身体障がい者に対し、地域生活を営むことができるよう、個別支援計画に
基づき、身体的リハビリテーション、日常生活に係る訓練等の支援を行い
ます。 

自立訓練 
（生活訓練） 

知的障がい者または精神障がい者に対し、地域生活を営むことができるよ
う、個別支援計画に基づき、日常生活能力の向上を図り、サービス提供機
関との連絡調整を行う等の支援を行います。 

就労選択支援 
障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労ア
セスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選
択を支援するサービスです。 

就労移行支援 
一般企業の雇用に向けた移行支援で、就労に必要な知識・能力の向上を図
るための訓練や、職場実習などの訓練が利用期間を設定して受けられるサ
ービスです。 

就労継続支援 
（Ａ型） 

事業者と雇用契約等を結び、就労機会の提供及び知識や能力の向上のため
に必要な訓練等が受けられるサービスです。 

就労継続支援 
（Ｂ型） 

雇用契約等を結ばず、一定の賃金水準に基づく就労機会の提供及び就労に
必要な知識・能力の向上を図る訓練が受けられるサービスです。 

就労定着支援 
一般就労へ移行した障がい者について、就労に伴う生活面の課題に対し、
就労の継続を図るために企業・自宅等への訪問や障がい者の来所により必
要な連絡調整や指導・助言等を行うサービスです。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、
看護、介護及び日常生活の世話を行うサービスです。 

短期入所（福
祉型、医療型） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、
排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

 

①必要な量の見込み（１月当たり） 

サービス名 単位 
実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

生活介護 

人日/月 674 715 637 657 678 698 

人/月 32 34 31 32 33 34 

人日/月 
（対計画値） 

105.3% 108.1% 93.5%    

人/月 
（対計画値） 

103.2% 106.2% 93.9%    

自立訓練 
(機能訓練） 

人日/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 0 0 0 0 0 0 

人日/月 
（対計画値） 

0.0% 0.0% 0.0%    

人/月 
（対計画値） 

0.0% 0.0% 0.0%    

自立訓練 
(生活訓練） 

人日/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 0  0 0 0 0 0 

人日/月 
（対計画値） 

0.0% 0.0% 0.0%    

人/月 
（対計画値） 

0.0% 0.0% 0.0%    
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サービス名 単位 
実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

就労選択支援 
人/月     1 1 

人/月 
（対計画値） 

      

就労移行支援 

人日/月 49 57 34 51 51 51 
人/月 3 3 2 3 3 3 

人日/月 
（対計画値） 81.6% 95.0% 56.6%    

人/月 
（対計画値） 60.0% 60.0% 40.0%    

就労継続支援 
(Ａ型） 

人日/月 257 326 248 265 283 301 

人/月 15 17 14 15 16 17 
人日/月 
（対計画値） 147.7% 187.3% 142.5%    

人/月 
（対計画値） 166.6% 188.8% 155.5%    

就労継続支援 
(Ｂ型） 

人日/月 480 598 570 586 603 620 

人/月 27 32 34 35 36 37 
人日/月 
（対計画値） 112.4% 140.0% 133.4%    

人/月 
（対計画値） 112.5% 133.3% 141.6%    

就労定着支援 
人/月 3 3 2 3 3 3 

人/月 
（対計画値） 

75.0% 75.0% 50.0%    

療養介護 
人/月 1 1 1 1 1 1 
人/月 
（対計画値） 

100.0% 100.0% 100.0%    

短期入所（福祉

型） 

人日/月 105 107 110 113 

 

113 

 

113 

 
人/月 9 13 13 13 

 

13 

 

13 

 
人日/月 
（対計画値） 136.3% 138.9% 142.8%    

人/月 
（対計画値） 90.0% 130.0% 130.0%    

短期入所（医療

型） 

人日/月 3 6 7 

 

7 

 

7 

 

7 

 人/月 1 1 1 1 

 

1 

 

1 

 人日/月 
（対計画値） 100.0% 200.0% 233.3%    

人/月 
（対計画値） 100.0% 100.0% 100.0%    

※実績は各年度３月提供分。令和５年度のみ７月提供分。  

 

②サービスの状況や課題等 

日中活動系サービスは、サービスによって利用が増減していますが、短期入所は

増加傾向にあります。数値の見込みにあたっては、サービスの利用実績やサービス

事業者の参入の動向等を踏まえ見込んでいます。また、短期入所をはじめとした各

種日中活動系サービスの確保にあたっては、乙訓２市やサービス提供事業者と連携

を図り、利用者の動向を踏まえながらサービスの確保に努めます。  
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（３）居住系サービス 

サービス 概要 

共同生活援助 
（グループホ
ーム） 

障がいのある人に対して、主に夜間において、共同生活を営む住居で相談、
入浴、排せつまたは食事の介護、その他の日常生活上の援助を行うサービ
スです。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサ
ービスです。 

自立生活援助 
障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望す
る人について、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、定期的な
巡回訪問等により支援を行うサービスです。 

 

① 必要な量の見込み（１月当たり） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

共同生活援助 
（グループホー
ム） 

人/月 14 16 19 20 21 22 

人/月 
（対計画値） 93.3% 106.6% 126.6%    

施設入所支援 
人/月 12 13 13 13 13 13 

人/月 
（対計画値） 100.0% 108.3% 108.3%    

自立生活援助 
人/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 
（対計画値） 0.0% 0.0% 0.0%    

※実績は各年度３月提供分。令和５年度のみ７月提供分。 

 

②サービスの状況や課題等 

グループホームの利用が増加傾向にあります。乙訓圏域において、一定グループ

ホームの整備は進んできたものの、グループホームを求める声は依然として大きく、

障がいのある人及びその家族の高齢化が進んでいることからも、今後も確保に向け

て取り組んでいく必要があります。グループホームの設置にあたっては、用地問題

や建築基準法、消防法など、様々な問題・課題を解消する必要があるため、庁内の

関係各課や関係機関等と連携・情報共有を図っていきます。 

施設入所支援のサービス見込量については、障がいのある人の状況等を踏まえ設

定します。本人や家族の高齢化、障がいのある人の重度化、障がいの特性によりグ

ループホームでは対応が難しいケースもあることから、施設整備についても検討し

ていく必要があります。 
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（４）相談支援  

サービス 概要 

計画相談支援 

障がい者（児）の自立した生活を支え、障がい者（児）の抱える問題の解
決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支
援します。また、市町村の求めに応じてサービス等利用計画案を提出し、
サービス事業者等との連絡調整や支給決定時のサービス利用計画の作成
及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）を行いま
す。 

地域移行支援 

障がい者支援施設に入所または精神科病院に入院している障がいのある
人を対象に、地域生活に移行するための活動に対する相談を行うととも
に、地域移行のための障がい福祉サービス事業者等への同行支援などを行
います。 

地域定着支援 

居宅において単身で生活する障がいのある人または同居の家族による支
援を受けられない障がいのある人を対象に、常時の連絡体制を確保すると
ともに、障がいの特性に起因する緊急の事態等に相談、緊急訪問などの支
援を行います。 

 

① 必要な量の見込み（１月当たり） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

計画相談支援 

人/月 30 35 34 35 35 35 

人/月 
（対計画値） 100.0% 116.6% 113.3%    

地域移行支援 

人/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 
（対計画値） 0.0% 0.0% 0.0%    

地域定着支援 

人/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 
（対計画値） 0.0% 0.0% 0.0%    

※実績は各年度の一月当たり平均、令和５年度のみ４月から７月の一月当たり平均 

 

② サービスの状況や課題等 

計画相談支援のサービスは毎年度一定の利用がみられます。支援を必要とする利

用者には、サービス利用の調整・モニタリング等の支援が提供されるよう体制を確

保します。 

各相談事業所における情報共有・連携の場の設置を検討するとともに、困難事例

等が発生した場合は、本町はもとより、基幹相談支援センターと連携を図りながら、

支援に努めます。 

  



 

84 

２．地域生活支援事業の見込量 

（１）理解促進研修・啓発事業 

サービス 概要 

理解促進研修・ 
啓発事業 

町民の障がいや障がいのある人に対して理解を深めるため、理解を深める
教室やイベントの開催、広報活動を行います。 

 

①必要な量の見込み 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

理解促進研修・ 
啓発事業 

実施の
有無 

有 有 有 有 有 有 

実施の

有無 
（計画値） 

有 有 有    

 

②サービスの状況や課題等 

障がいのある人及び児童が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」

を除去するため、障がい等に対する理解を深める研修・啓発を行い、地域住民への

働きかけを強化することにより、共生社会の実現を図ります。 

 

（２）自発的活動支援事業  

サービス 概要 

自発的活動支
援事業 

障がいのある人や児童、その家族、地域住民等による自発的な活動に対し
て支援します。（例：ピアサポート活動（情報交換のできる交流会）、災害
対策事業、孤立防止活動、社会活動支援、ボランティア支援など） 

 

①必要な量の見込み 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

自発的活動支援事業 

実施の
有無 

有 有 有 有 有 有 

実施の

有無 
（計画値） 

有 有 有    

  
 

②サービスの状況や課題等 

障がいのある人及び児童が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる

よう、障がいのある人及び児童、その家族、地域住民等による地域における自発的

な取り組みを支援することにより、共生社会の実現を図ります。 
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（３）相談支援事業 

サービス 概要 

障害者相談支
援事業 

障がいのある人、障がいのある児童の保護者、または障がい者等の介護を
行う人からの相談に応じ、必要な情報提供等の便宜を提供することや、権
利擁護のために必要な援助を行います。 

基幹相談支援
センター 

地域の相談支援の拠点として、総合的な相談業務及び成年後見制度利用支
援事業を実施し、地域の実情に応じて、総合相談・専門相談、権利擁護・
虐待防止、地域移行・地域定着、地域の関係機関のネットワーク化（自立
支援協議会の運営）業務を行います。 

相談支援機能
強化事業 

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な相談事業に加
え、専門職員（精神保健福祉士等）を配置することにより、相談支援事業
の強化を図るものです。 

 

①必要な量の見込み 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

障害者相談支援事業 

実施か

所数 
6 6 6 6 6 6 

実施か

所数 
（計画値） 

6 6 6    

基幹相談支援センター 

設置の 
有無 

有 有 有 有 有 有 

設置の 

有無 
（計画値） 

有 有 有    

相談支援機能強化
事業 

実施の 
有無 

有 有 有 有 有 有 

実施の 

有無 
（計画値） 

有 有 有    

 

②サービスの状況や課題等 

本町では、平成 24 年度から、要綱に基づき大山崎町身体障害者協会と大山崎町

知的障害者育成会に相談員業務の委嘱をしており、加えて令和元年度からは、京都

精神保健福祉推進家族会連合会乙訓やよい会に新たに相談支援業務を委託し、町民

の身近な相談役を確保しています。また、乙訓福祉施設事務組合に基幹相談支援セ

ンターを乙訓２市１町で設置しています。 

今後も、障がいのある人やその家族の多様な相談に応じられるよう、関係機関と

連携を図りながら取り組んでいきます。 
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（４）成年後見制度利用支援事業 

サービス 概要 

成年後見制度
利用支援事業 

障がい福祉サービス利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効 
と認められる知的障がい者または精神障がい者に対し、申し立て経 
費や後見人等報酬の一部または全部を助成する事業です。 

成年後見制度
法人後見支援 
事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人 
の確保に向け、法人後見実施に向けた研修や組織体制の構築、活動 
の支援に取り組みます。 

 

①必要な量の見込み（年間） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度
（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

成年後見制度 
利用支援事業 

実人数/
年 

3 3 2 2 2 2 

実人数/

年 
（計画値） 

4 4 4    

成年後見制度 
法人後見支援事業 

実施の
有無 

無 無 無 検討 検討 検討 

実施の

有無 
（計画値） 

検討 検討 検討    

 

②サービスの状況や課題等 

成年後見制度利用支援事業を継続するとともに、相談支援事業所等と連携して成

年後見制度の利用を促進します。 

成年後見制度法人後見支援事業については、法人後見の実施を予定する法人が現

れた場合、事業の実施を検討します。 
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（５）意思疎通支援事業  

サービス 概要 

手話通訳者・ 
要約筆記者派
遣事業 

聴覚等の障がいのため意思疎通を図ることに支障のある障がい者等に対
して、手話通訳者や要約筆記者を派遣します。 

手話通訳者設
置事業 

町福祉課窓口に手話通訳者を設置します。 

重度障害児者
入院時コミュ
ニケーション
支援事業 

重度の障がいのある人が発語困難等により、入院時に医療従事者との意思
疎通を十分に図ることができない場合に、コミュニケーション支援員を派
遣します。 

 

①必要な量の見込み（年間） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度
（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

手話通訳者・ 
要約筆記者派遣事業 

実人数
／年 

3 3 3 3 3 3 

実人数

／年 
（計画値） 

3 3 3    

手話通訳者設置事業 

実設置
見込み
数／年 

1 1 1 1 1 1 

実設置

見込み

数／年 
（計画値） 

1 1 1    

重度障害児者入院時
コミュニケーション
支援事業 

人数／
年 

3 3 3 3 3 3 

人数／

年 
（計画値） 

3 3 3    

 
 

②サービスの状況や課題等 

聴覚等に障がいのある人の自立と社会参加が促進されるよう、手話通訳者派遣、

要約筆記者派遣、手話通訳者設置、重度障害児者入院時コミュニケーション支援事

業を継続して実施していきます。 
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（６）日常生活用具給付等事業 

サービス 概要 

介護訓練支援
用具 

障がい者等の身体介護を支援する用具や、障がいのある児童が訓練に用い
るいす等の用具を給付します。 

自立生活支援
用具 

障がい者等の入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置等の、入浴、食
事、移動等の自立生活を支援する用具を給付します。 

在宅療養等支
援用具 

電気式たん吸引器や盲人用体温計等の、障がい者等の在宅療養等を支援す
る用具を給付します。 

情報・意思疎
通 
支援用具 

点字器や人工喉頭等の、障がい者等の情報収集、情報伝達や意思疎通等を
支援する用具を給付します。 

排泄管理支援
用具 

ストーマ用装具等の、障がい者等の排泄管理を支援する衛生用品を給付し
ます。 

居宅生活動作
補助用具 

手すりの取り付け、床段差の解消等、障がい者等の移動等を円滑にするた
めの小規模な住宅改修に伴う費用を支給します。 

 

①必要な量の見込み（年間） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度

（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

介護訓練支援用具 
件数/年 1 2 0 2 2 2 

件数/年 
（対計画値） 

33.3% 66.6% 0.0%    

自立生活支援用具 
件数/年 5 2 3 4 4 4 

件数/年 
（対計画値） 

125.0% 50.0% 75.0%    

在宅療養等支援用具 
件数/年 1 2 4 4 4 4 

件数/年 
（対計画値） 

50.0% 100.0% 200.0%    

情報・意思疎通 
支援用具 

件数/年 1 1 0 1 1 1 

件数/年 
（対計画値） 

33.3% 33.3% 0.0%    

排泄管理支援用具 
件数/年 423 378 400 400 400 400 

件数/年 
（対計画値） 

111.3% 99.4% 105.2%    

居宅生活動作補助用
具 

件数/年 1 1 1 1 1 1 

件数/年 
（対計画値） 

100.0% 100.0% 100.0%    

 

② ービスの状況や課題等 

日常生活用具に関する製品情報の収集を行うとともに、サービスを必要とする人

への事業の周知及び情報提供に努めます。 

障がいのある人の生活を支える日常生活用具について、今後も継続して給付して

いきます。 
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（７）手話奉仕員養成研修事業  

サービス 概要 

手話奉仕員養
成研修事業 

手話奉仕員を養成する研修を実施します。 

 

①必要な量の見込み（年間） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度

（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

手話奉仕員養成 
研修事業 

実養成講
習修了見
込み者数/

年 

3 １ 6 6 6 6 

実養成講

習修了見

込み者数/

年 
（計画値） 

5 5 5    

 
 

②サービスの状況や課題等 

手話で日常会話を行うのに必要な手話表現技術を習得した人を養成し、意思疎通

を図ることに支障がある障がいのある人及び児童の自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるように、手話奉仕員養成研修の実施を継続するとともに、周

知に努めます。 
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（８）移動支援事業  

サービス 概要 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人等に対して、外出のための支援を行
います。 

 

①必要な量の見込み（１月当たり） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度

（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

移動支援事業 

実人数/月 34 38 36 36 37 38 

延時間数 
/月 

2,643 3,702 5,235 5,235 5,380 5,525 

実人数/月 
（対計画値） 82.9% 90.4% 83.7%    

延時間数 

/月 
（対計画値） 

54.1% 73.9% 102.2%    

 
 

②サービスの状況や課題等 

移動支援事業の利用は増加傾向にあります。利用者の状況やニーズに応じた柔軟

な形態での実施などを含め、移動支援の充実に努めます。 

障がいのある人の日常生活の支援や社会参加の促進に向け、乙訓２市と連携を図

りながら、サービスの確保に取り組んでいきます。 
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（９）地域活動支援センター事業  

サービス 概要 

地域活動支援
センター事業 

障がいのある人に対して、創作的活動または生産活動の機会の提供、 
社会との交流の促進等の便宜を供与します。 

 

① 必要な量の見込み（年間、１月当たり） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度
（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

地域活動
支援セン
ター事業 

大山崎町 

か所/
年 

1 1 1 1 1 1 

実人数
/月 

10 10 10 10 10 10 

か所/

年 
（計画値） 

1 1 1    

実人数

/月 
（計画値） 

10 10 10    

他市町村 

か所/
年 

2 2 2 2 2 2 

実人数
/月 

5 5 5 5 5 5 

か所/

年 
（計画値） 

3 3 3    

実人数

/月 
（計画値） 

4 4 4    

 
 

② サービスの状況や課題等 

障がいのある人の創作的活動や生産活動の機会、社会との交流の促進に向け、地

域活動支援センターの確保に取り組んでいきます。 

本町の地域活動支援センターやまびこ（平成 26 年４月から NPO 法人やまびこに

委託実施）については、継続して活動の支援を行っていきます。 
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（10）任意事業 

サービス 概要 

福祉ホーム 
住居を求めている障がい者に対し、低額な料金で居室、その他の設備や日
常生活に必要なサービスを提供する支援を行います。 

入浴サービス 
家族等による入浴介護が困難または移送が困難な身体障がい者及び知的
障がい者に対して、施設において行う介助入浴（施設入浴）または移動入
浴車を派遣する訪問入浴を実施します。 

日中一時支援
事業 

日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支援及び家族の
一時的な休息を目的に実施します。 

スポーツ・レ
クリエーショ
ン教室開催等
事業  

スポーツ・レクリエーション活動を通じて、障がいのある人の体力増強、
交流、余暇等に資するため及び障がい者スポーツを普及するため、各種ス
ポーツ、レクリエーション教室、大会等を開催するものです。 

要約筆記者養
成研修事業 

障がい者等とその他の人の意思疎通を仲介する要約筆記者を養成するた
めの研修を実施します。 

自動車運転免
許取得・自動
車改造助成事
業 

自動車運転免許の取得や自動車の改造に要する費用の一部を助成します 

 

 

①必要な量の見込み（年間） 

サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度
（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

福祉ホーム（運営補
助） 

実施の
有無 

有 有 有 有 有 有 

実施の

有無 
（計画値） 

有 有 有    

入浴サービス 

回数/
年 

277 195 169 170 170 170 

回数/

年 
（対計画値） 

61.9% 43.6% 37.8%    

日中一時支援事業 

時間/
年 

315 1,672 1,337 1,340 1,340 1,340 

時間/
年 

（対計画値） 
      

スポーツ・レクリエ
ーション・教室開催
等事業  

回数/
年 

0 0 1 1 1 1 

回数/

年 
（計画値） 

1 1 1    

要約筆記者養成研修
事業 

人数/
年 

1 2 1 2 2 2 

人数/

年 
（計画値） 

2 2 2    
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サービス名 単位 

実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度
（見込） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

自動車運転免許取
得・自動車改造助成
事業 

件数/
年 

1 1 0 1 1 1 

件数/

年 
（計画値） 

1 1 1    

 
 

②サービスの状況や課題等 

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の実績等を勘案し、

適切な事業者等を選定しつつ、事業を必要とする人へサービス提供体制の充実を図

ります。 

地域生活支援事業の任意事業については、今後も継続して実施していきます。 
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３．障がい児福祉サービスの見込量 

 

サービス 概要 

児童発達支援 
日常生活の基本的動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等
を行います。（令和６年度から児童発達支援の類型（福祉型・医療型）が一
元化されます） 

居宅訪問型 
児童発達支援  

障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な子どもに
つき、発達支援が提供できるよう、居宅を訪問して日常生活における基本
的な動作の指導、知能技能の付与等の支援を行います。 

放課後等 
デイサービス  

放課後や学校休業中において、生活能力向上の訓練や創作活動等を行いま
す。 

保育所等訪問
支援 

保育所等に通う障がいのある児童が、集団生活に適応できるよう支援しま
す。 

医療型児童発
達支援 

上下肢または体幹の機能の障がいのある児童に、児童発達支援と治療を行
います。（令和６年度から児童発達支援の類型（福祉型・医療型）が一元化
されます） 

障害児相談支
援 

障害児支援利用計画の策定等により、適切なサービス利用や課題の解決を
支援します。 

 

①必要な量の見込み（１月当たり） 

サービス名 単位 
実績 見込み 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

児童発達支援 

人日/月 100 131 111 122 125 128 

人/月 32 40 35 37 38 39 

人日/月 
(対計画値) 

192.3% 225.8% 173.4%    

人/月 
(対計画値) 

200.0% 222.2% 175.0%    

居宅訪問型 
児童発達支援  

人日/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 0 0 0 0 0 0 

人日/月 
(対計画値) 

0.0% 0.0% 0.0%    

人/月 
(対計画値) 

0.0% 0.0% 0.0%    

放課後等 
デイサービス  

人日/月 342 380 432 450 468 487 

人/月 34 38 47 49 51 53 

人日/月 
(対計画値) 

92.9% 97.4% 105.1%    

人/月 
(対計画値) 

97.1% 102.7% 120.5%    

保育所等訪問支援 

人日/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 0 0 0 0 0 0 

人日/月 
(対計画値) 

0.0% 0.0% 0.0%    

人/月 
(対計画値) 

0.0% 0.0% 0.0%    

医療型児童発達支援 

人日/月 0 0 8    

人/月 0 0 1    

人日/月 
(対計画値) 

0.0% 0.0% 0.0%    

人/月 
(対計画値) 

0.0% 0.0% 0.0%    

障害児相談支援 
人/月 12 15 21 23 25 27 

人/月 
(対計画値) 

85.7% 93.7% 116.6%    
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※実績は各年度３月提供分。令和５年度のみ７月提供分。 

②サービスの状況や課題等 

放課後等デイサービスや障害児相談支援の利用は増加傾向にあります。障がい児

のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労支

援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を

図ります。 

今後も、障がいのある児童にとって必要な療育が受けられるよう、サービスの確

保と提供に努めていきます。 
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１．連携体制の強化 

（１）庁内連携体制の強化 

障がいのある人やその家族が抱える問題や不安、悩みは多岐に渡っており、その

生活を支えていくため、福祉のみならず保健、教育、土木、防災など、関係課と連

携体制の強化を図っていきます。 

 

（２）乙訓２市１町、京都府との連携の強化 

障がい者施策を推進していくためには、京都府や乙訓 2市１町（大山崎町、向日

市、長岡京市）が連携・協力を図りながら進めていくことが重要であることから、

連携・協力体制をさらに密にしていきながら障がい者施策の推進に取り組んでい

きます。 

 

（３）乙訓圏域障がい者自立支援協議会との連携強化 

乙訓２市１町で設置している「乙訓圏域障がい者自立支援協議会」は、障がい福

祉サービスの基盤整備と利用に関する総合調整を行うことを目的としています。 

また、障がいのある人の生活を支援するための必要な条件整備について広域的

な意見調整を行うとともに、困難事例について支援策などの協議を行っています。

今後も本協議会の活動を支援していくとともに、全体会や専門部会等を通じて地

域における問題・課題を共有し、その問題解決につながるよう、連携を図っていき

ます。また、本協議会が乙訓圏域に住む障がいのある人にとって身近な機関となる

よう、周知・啓発に努めていきます。 

 

（４）障がい者団体・サービス提供事業者等、関係機関との連携強化 

計画の推進にあたっては、障がい者団体をはじめ、社会福祉協議会や医師会、サ

ービス提供事業者、ボランティア団体など、様々な機関・団体と連携を図りながら、

推進していきます。また、保健所や向日が丘支援学校、しょうがい者就業・生活支

援センター、ハローワークなど、保健・医療・福祉・教育など、様々な関係機関と

の連携強化を図っていきます。 

 

２．計画の進行管理 

本計画の進行管理及び評価については、「大山崎町障害者基本計画等策定委員会」

を通じて、計画の進行管理・評価を行っていきます。 
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１．大山崎町障害者基本計画等策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 障害者の総合的な施策を計画的に推進し、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）

第１１条第３項の規定に基づく障害者基本計画、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第８８条第１項の規定に基づく障害福祉

計画、及び児童福祉法（昭和２２年１２月１２日法律第１６４号）第３３条の２０の規定に

基づく障害児福祉計画を策定するため、大山崎町障害者基本計画等策定委員会（以下「委員

会」という）を設置する。 

（組織） 

第２条 委員会は１６人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）関係団体の代表者 

（３）行政関係者 

（４）その他町長が適当と認める者 

（任期） 

第３条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（審議事項） 

第４条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

（１）障害者基本計画の策定に関すること。 

（２）障害福祉計画の策定に関すること。 

（３）障害児福祉計画の策定に関すること。 

（４）その他障害者福祉に関すること。 

２ 計画策定年度以外の年度については、委員会は大山崎町障害者基本計画等推進委員会とし

て、次の各号に掲げる事項を審議する。 

（１）障害者基本計画の推進に関すること。 

（２）障害福祉計画の推進に関すること。 

（３）障害児福祉計画の推進に関すること。 

（４）その他障害者福祉に関すること。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が召集し、委員長が議長となる。 
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（意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会の会議に出席させ、説

明又は意見を聞くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、福祉課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。 

（委員の任期） 

２ この要綱の施行後、最初に選任される委員の任期は、第３条の規定にかかわらず平成

３１年３月３１日とする。 

（児童福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

３ この要綱の施行の日から平成３０年３月３１日までの間は、第１条中「第３３条の２

０」とあるのは、「附則（平成２８年６月３日法律第６５号）第１０条」とする。 
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２．大山崎町障害者基本計画等策定委員会委員名簿 

 

 (敬省略) 

氏名 所属 備考 

武田 卓也 学識経験者（大阪人間科学大学人間科学部教授）  委員長 

若林 麻記子 一般社団法人乙訓医師会  

澤田 惠子 大山崎町民生児童委員協議会  副委員長 

山本 眞由美 大山崎町身体障害者協会  

今村 泰信 大山崎町知的障害者育成会  

追立 富慈子 地域活動支援センターやまびこ保護者会  

松島 朱美 
公益社団法人京都精神保健福祉推進家族会連合会 
乙訓やよい会 

 

土岡 ひとみ 
乙訓の障害者福祉を進める連絡会 
（乙訓手をつなぐ親の会） 

 

今西 泰彦 社会福祉法人大山崎町社会福祉協議会  

和田 康雄 京都府立向日が丘支援学校  

梅垣 剛 乙訓障害者支援事業所連絡協議会  

山田 洋平 乙訓圏域障がい者自立支援協議会  

辻 知也  京都府乙訓保健所  

吉川 栄一 大山崎町教育委員会  
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３．大山崎町障害者基本計画等策定委員会の経緯 

 

日 付 名 称 内 容 

令和５年８月 29日 
第１回大山崎町障害者
基本計画等策定委員会 

 

・計画策定のスケジュールについて 

・障がい者(児)アンケート調査、事業所 

アンケート調査について 

・団体等ヒアリング調査について 

令和５年10月～ 
令和６年１月 

第４次大山崎町障がい
者（児）計画の策定にか
かるアンケート調査 

・障がい者(児)アンケート調査、事業所 

アンケート調査の実施 

・団体等ヒアリング調査の実施 

令和６年２月９日 
第２回大山崎町障害者
基本計画等策定委員会 

・障がい者(児)アンケート調査、事業所 

アンケート調査の結果について 

・団体等ヒアリング調査の結果につい 

 て 

・障がい者（児）計画（案）の検討 

・パブリックコメントについて 

令和６年２月～ 
    ３月 

パブリックコメント ・パブリックコメントの実施 

令和６年３月27日 
第３回大山崎町障害者
基本計画等策定委員会 

・障がい者（児）計画（案）について 

・パブリックコメントの結果について 
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４．用語解説 

 

【あ行】 

一般就労 

労働基準法及び最低賃金法に基づく雇用関係による企業への就労。 

【か行】 

基幹相談支援センター 

地域の実情に応じて、地域における相談支援事業者等に対する専門的な指導・助言、情報収集・

提供、人材育成の支援、障がい者の権利擁護等の業務を行い、地域における相談支援の中核的

な役割を担う機関。 

グループホーム 

障がいのある人が、地域において自立した日常生活を営むために共同生活を行う住居で、相談

や日常生活の援助、入浴、排せつ、食事の介護等を受けることができる。 

ケアマネジメント 

生活困難な状態になり、援助を必要とする利用者が迅速かつ効果的に、必要とされるすべての

保健・医療・福祉サービスを受けられるように調整することを目的とした援助展開の方法。 

権利擁護 

人間としての権利を保障すること。高齢者や障がいのある人等、社会的に不利な立場にある

人々に対する人権侵害（財産侵害や虐待等）を防ぐことや、自己の権利やニーズを表明するこ

とが困難な人に代わって、援助者が権利やニーズを表明すること（代弁）をいう。 

合理的配慮 

障がいのある人が日常生活や社会生活で受ける様々な制限をもたらす原因となる社会的障壁

を取り除くために、障がいのある人に対し、個別の状況に応じて行われる配慮のこと。障害者

差別解消法では、国の機関や地方公共団体等は、合理的配慮の提供が義務化されている。（令

和６年４月１日から事業者も義務） 

【さ行】 

児童発達支援センター 

児童発達支援に加えて、施設の有する専門的機能を活かし、地域の障がい児やその家族への相

談、障がい児を預かる施設への援助、助言をあわせて行うなど、地域における中核的な療育施

設。 

手話通訳者 

音声言語を手話に、手話を音声言語に変換して通訳する人のこと。 

障害者基本法 

障がいのある人の自立と社会参加の支援等のための施策に関して基本理念を定め、国や地方公

共団体の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定めることによって障がい者

施策を総合的、かつ、計画的に進め、障がい者福祉を増進することを目的とする法律。 

障害者差別解消法 

障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的とした法律で、障がいを理由とする差別

等の権利侵害行為の禁止や社会的障壁の除去を怠ることによる権利侵害の防止等が規定され、

平成28年４月に施行された。正式名称：障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律。 
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障害者自立支援法 

障害者基本法の基本理念に基づき、障がい者および障がい児がその能力や適性に応じて自立し

た日常生活・社会生活を営むことができるよう必要な障がい福祉サービスの給付等の支援を行

うことを目的とする法律。平成25年４月に障害者総合支援法に改正された。 

障害者総合支援法 

障がい者及び障がい児が、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、必要な障がい福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業

その他の支援を総合的に行い、もって障がい者及び障がい児の福祉の増進を図るとともに、障

がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域

社会の実現に寄与することを目的とする法律。平成25年４月に障害者自立支援法から改正され

た。正式名称：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律。 

障害者の権利に関する条約 

障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障がい者の固有の尊厳の尊重を促進すること

を目的として、障がい者の権利の実現のための措置等について定める条約。 

身体障がい者 

身体障害者福祉法では、①視覚障がい、②聴覚又は平衡機能の障がい、③音声機能、言語機能

又はそしゃく機能の障がい、④肢体不自由、⑤心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸

又は肝臓の機能障がい、⑥ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障がいがある者であって、県

知事等から身体障がい者手帳の交付を受けた者をいう。障がいの程度により１級から６級に認

定される。 

精神障がい者 

統合失調症、気分障がい、非定型精神病、てんかん、中毒精神病、器質精神病、その他の精神

疾患のある人（発達障がいを含む）。 

成年後見制度 

知的障がいや精神障がいのある人、又は認知症高齢者などの親亡き後など、判断能力の十分で

ない人について、契約締結等の法律行為を代わりに行ったり、本人が誤った判断に基づいて契

約したりする場合にそれを取り消すことができるようにすることなどにより、これらの人を保

護する制度。 

【た行】 

地域活動支援センター 

地域活動支援センターⅠ型からⅢ型まである。Ⅰ型は、相談事業を実施することや専門職員を

配置することにより、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボ

ランティア育成、障がいに対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を実施する。Ⅱ型は、

地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練・社会適応訓練・入浴等を実

施する。Ⅲ型は、地域の障がい者のための援護対策として地域の障がい者団体等が実施する通

所による援護事業を実施する。 

地域生活支援拠点等 

障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい児者の地域生活支援を推進する観

点から、障がい児者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、相談、体験の機会、緊

急時の対応等の支援を切れ目なく提供できる仕組み。 

知的障がい者 

知的機能の障がいが未発達期（おおむね18歳まで）にあらわれ、日常生活に支障が生じている

ため、なんらかの特別の援助を必要とする状態にある人。 
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【な行】 

難病 

原因が不明であったり、治療方法が確立していなかったり、後遺症を残す恐れがある病気をい

う。経過が慢性的で、医療費がかかることや、介護等に人手を要するために、家族にとっては

経済的・精神的な負担が大きくなる。 

【は行】 

バリアフリー 

障がいのある人が社会生活をしていくうえで障壁（バリア）となるものを除去するという意味

で、床の段差を解消したり、手すりの設置など物理的な障壁の除去を指すほか、より広くすべ

ての人の社会参加を困難にしている物理的・社会的・制度的・心理的などすべての障壁の除去

という意味でも用いられる。 

【や行】 

要約筆記者 

聴覚障がいのある人に話の内容をその場で手書きやパソコン入力により、文字にして伝える筆

記通訳者のこと。話すスピードが書く（入力する）スピードを上回り、すべてを文字化するこ

とはできないため、話の内容を要約して筆記する。 

【ら行】 

ライフステージ 

幼児期、児童期、青年期、成年期、老年期など、人生の様々な過程における生活史上の各段階

のこと。 

リハビリテーション 

医学的なリハビリテーション（社会生活に復帰するための総合的な治療的訓練）にとどまらず、

職業能力開発や職業適性を高める職業的リハビリテーション、特別な支援を行う教育による教

育的リハビリテーション、社会生活力を高める社会的リハビリテーションなどを含めて、ライ

フステージの各段階において、何らかの障がいのある人がその人の能力を最大限にまで引き出

すことを目指そうという考え方。 

療育手帳 

児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障がい者と判断された人に対して交付さ

れる手帳。障がいの程度表示（京都府）は重度は「Ａ」、中度・軽度は「Ｂ」となっている。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次大山崎町障がい者（児）計画 

（第５期障がい者（児）基本計画 

第７期障がい福祉計画 第３期障がい児福祉計画） 

 

令和６年３月 
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